
調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：鋼・コンクリート
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
鋼・コンク
リート

コンクリートのひび割れ制御
技術の向上・技術開発

コンク
リート施
工技術

・コンクリートのひび割れ制
御対策の技術開発が進んでい
ない
・ひび割れに対する設計と施
工の責任が不明確
・ひび割れ制御対策に費用が
かけられない

・施工上の責任として補修で
対応する例が多い
・設計段階で検討すると費用
がかさむ
・発生メカニズムが不明確。
解析技術の未成熟

・設計施工を通じた制御技術
の開発
・設計施工の問題の明確化
・企業を超えた研究の推進

301

鋼・コンク
リート

スランプの自由選択等の性能
照査型施工の拡大

コンク
リート

・公共工事のスランプ値指定
では過密配筋、小部材におい
てコンクリートの未充填が発
生する

・監督官庁の仕様書で規定さ
れているスランプ値制限の運
用が硬直的

・発注者、設計者、施工者の
協議により適切なスランプ値
が設定できるような、性能照
査型の施工システムの確立が
必要

302

鋼・コンク
リート

技術開発の必要性 技術開発 ・民間での技術開発が減少傾
向

・資金的余裕がない
・業績向上に直結しない

・性能発注により施工者が責
任を持つ
・施工の自由度と責任範囲の
拡大

303

鋼・コンク
リート

橋梁の維持・補修・更新に関
する技術

メンテナ
ンス

・橋梁の維持、補修、更新に
関する技術力向上
・橋梁の長寿命化、延命化

・高度成長期に多く建設され
た橋梁ストックの維持補修更
新に対応した技術開発が要請
されている

・橋梁カルテの整備、データ
ベース化
・健全度評価、劣化予測に関
する技術力向上と技術開発
・ライフサイクルコスト評価
技術の開発
・橋梁の長寿命化

304

鋼・コンク
リート

構造物設計での技術力向上と
技術開発

構造物設
計

・建設業、メーカーのアイデ
アを技術開発へ活用したい

・受注者側にアイデアを提案
する場がない
・提案のできる場とインセン
ティブが必要

・技術提案型発注 305

鋼・コンク
リート

ＰＣ技術の新分野への拡大 PC技術 ・PC技術の利用拡大 ・発注者側のPC技術への理解
不足

・PC技術の利用とメリットに
ついて調査し、各界に意見を
求める

306



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：鋼・コンクリート
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
鋼・コンク
リート

長期耐久性材料の性能保証 コンク
リート構
造物

・コンクリート構造物の耐久
性向上

・瑕疵担保期間に対するメー
カーの甘え
・材料メーカーと施工会社の
責任分担の曖昧さ
・長期耐久性材料の経年デー
タ不足

・契約上の瑕疵担保と別に性
能保証を規定
・材料メーカーと施工会社の
責任分担の明確化
・長期耐久性材料の暴露デー
タ等の情報公開

307

鋼・コンク
リート

鋼橋塗装の自動化 橋梁施工 ・鋼橋塗装の技術開発 ・塗膜厚の均一化には高度な
技術が必要
・有機溶剤使用による安全衛
生管理
・安定使用によるコストダウ
ンが期待される

・関係業界を巻き込んだ総合
的な技術開発
・コストダウン要因の整理

308

鋼・コンク
リート

長大橋の設計技術・建設技術
の向上

橋梁 ・国内での長大橋梁計画がな
く技術力が後退する
・若手技術者が育たない
・大学院の橋梁分野に優秀な
人材が来ない
・低賃金化

・国内大プロジェクトの枯渇
・魅力不足、社会貢献PR不足
・賃金切り下げ
・公共事業予算縮減による退
廃的雰囲気の発生

・社会基盤整備の再構築を目
指す政策の実現
・土木技術者の待遇改善
・土木技術者の存在感をPR

309

鋼・コンク
リート

ＲＣ地下構造物の維持補修技
術の向上

コンク
リート構
造物

RC維持補修の技術開発 ・高度成長期に造られたRC地
下構造物の劣化が社会問題化
・有効かつ安価な維持補修技
術の開発へと移行している

・ASRの究明、鉄筋のとコンク
リートの相互作用を解明
・ASR防止工法の開発
・安価かつ効果的な工法の確
立
・産官学の連携

310

鋼・コンク
リート

設計法の変遷に対応した信頼
性の高い設計が可能かの問題

構造設計 ・許容応力度法から性能照査
型設計に変わったことによる
設計の信頼性

・設計法の変更により未知の
領域での設計を要求されてい
る
・技術者の講習が不十分
・挙動性状と設計計算結果の
対応を把握することが困難

・技術者への再教育
・講習会への出席の義務化
・第３者による照査の義務化

311



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：鋼・コンクリート
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
鋼・コンク
リート

大学教育における即戦力教育
と継続教育

道路 ・ＩＴ分野等に比して、新卒
技術者の育成に時間を要して
おり、即戦力化が図れない

・大学教育のカリキュラムが
実用的ではない

・思考教育の導入
・現場教育の重視
・マネジメント教育（コス
ト、リスク、経営等）の実施
・社会基盤に対する総合メン
テナンス講座の設置
・継続教育の義務化

312

鋼・コンク
リート

コンクリート橋の構造計画 コンク
リート構
造物

・耐久的な材料の利用技術力
の向上
・構造物の延命化を図る維持
管理手法の開発

・これまでの技術開発は建設
技術が中心であったが、これ
からは維持管理技術に代わっ
ていく

・コスト削減、維持管理に資するものに研究課題を特化させる313

鋼・コンク
リート

（※３０９番と同じシートの
ため省略）

314



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：地盤・基礎
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
地盤・基礎 長期的視点にたった技術開発 地盤・基

礎
国立研究所が独法化し、ある
種余裕のある研究を実施する
機関が失われ、長期的な技術
開発力の減退が懸念される

・国立研究機関の独立行政法
人化
・行政機関と研究機関の関係
希薄化

・政策的な人事交流による各
機関の連携強化
・長期的なテーマに対しても
予算化できる仕組みづくり

215

地盤・基礎 地盤調査と設計の接続 設計 ・地盤調査の不確実性はきわ
めて大きいにもかかわらず重
視されていないが、構造物設
計に接続させる必要がある

・設計地盤図作成は十分な定
量的評価を受けずに設計の前
提とされている

・地質学の専門家による実地
盤と単純化された設計地盤図
の定量化
・設計地盤図の変動に伴う構
造物の安定性、機能、断面変
動を設計条件決定に導入する

315

地盤・基礎 補強土壁工法における技術開
発の方向

技術開発 ・補強土壁工法において、品
質を犠牲にした経済性向上が
すすめられている

・施主は経済性を重視し品質
を無視
・実質的なメーカー設計
（サービス）であり建設コン
サルタントが品質比較の点で
機能していない

・経済性だけでなく品質も考
慮する姿勢と実行
・建設コンサルタントが公平
に工法比較できる技術力を保
有する

316

地盤・基礎 （※３１５番と同じシートの
ため省略）

317



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分類：流域・都市
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
流域・都市 技術の開発・向上のための各

分野での役割を再認識
ライフラ
イン

・公共事業に関する技術開発
が分散され、役割が不明確
・技術開発において建設コン
サルタントが力を発揮できな
い

・官セクターでのアウトソー
シングの拡大によって若年技
術者が不足
・コンサルタントがマネジメ
ントを含め力不足
・コンサルタントの経営基盤
が脆弱で技術開発への投資は
極めて少ない
・コンサルタント業務の入
札・契約制度の不合理性大
・コンサルタント選定時のQBS
の採用が極めて少ない
・研究機関の独立行政法人化
に伴い資金確保が困難

・コンサルタントが官の補完
的立場から完全脱却
・入札・契約制度の改革特に
QBSの採用促進
・FIDICによる「コンサルタン
ト選定のガイドライン」を参
考にし、導入する
・PFI等にゼネコン、メー
カー、コンサルタント等が連
携
・研究機関での基礎技術の研
究・開発を充実

319

流域・都市 堤内雨水氾濫と堤外治水能力
の向上対策

流域・都
市管理

・異常気象により大規模水害
が発生しており、流域と都市
相互の雨水管理技術の向上を
図る必要がある

・流域と都市は密接な関係に
ある

・提内雨水氾濫の技術対策は
急務
・地域住民への情報提供
・無防備なのり面の技術対策

320

流域・都市 事業から得られる学術性の高
い知見の継承<特に海外プロ
ジェクト>

都市流域 ・海外プロジェクトにおいて
自然災害防御や水資源開発の
ような自然現象に関する資料
が継続活用できていない

・限定された期間と資源で行
われるため事業実施後の継続
的な関わりをもつことができ
ない

・プロジェクト実施直後から事業実施と並行して学術調査部隊を組織する321

流域・都市 海洋開発関連技術 海洋 ・海洋開発分野の技術者の高
齢化
・海洋開発プロジェクトが近
年ないため、若手技術者が養
成されず、事業としての再立
ち上げが困難になっている

・原油価格高騰により海底油
田開発が再開される可能性

・国際競争力を維持するため
に国策によるバックアップ体
制の構築
・土木学会による若手技術者
の養成

324



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分類：流域・都市
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
流域・都市 基礎的データの集積：とくに

水文現象の解明に向けて（雨
水流出機構の解明とそのモデ
ル化）

流域 ・土木学会において水質情報
を含む水文資料の長期間（少
なくとも１０年間）の収集を
行う必要がある

・欧米では水文分野の商用モ
デルが開発され、技術者に限
らず水文条件の推定が可能と
なっている
・パラメータ同定に必要な情
報の収集が課題
・環境基準設定地点での水質
観測結果はほとんど利用され
ていない

・土木学会、水文・水資源学
会等の研究者集団が責任を
持って情報収集システムを構
築する
・河川管理者、ダム管理者等
の協力体制の構築
・最低１０年程度の観測を継
続する
・観測技術者、解析者の養成

325

流域・都市 技術力向上・技術開発の課題
と対策

地域管理 ・技術力向上は、土木会にお
いては、社会の要請をふまえ
たインフラ整備を行うという
観点が必要

・環境保護・改善、防災、小
規模技術、維持管理、住民参
加・合意形成、被災後の復
興・回復ならびにロボットに
よる労働力の補助、という現
代日本の方向性

・各企業の個別の取り組みは
無駄多い
・財団法人、政府機関と大学
との連携による共同開発

498



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：交通
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
交通 高度化された鉄道システム下

における鉄道駅改良工事技術
鉄道 ・線路上空等の開発を伴う駅

改良工事において、工期短
縮、コスト削減を図るために
は土木以外の建築、機械、電
気等の幅広い技術者の知恵を
結集した取り組みが必要

・大都市の鉄道ターミナルは
鉄道事業者の大きな経営基盤
である
・鉄道システムの高度化
・都市再生において駅周辺の
高度利用促進が鍵
・あらゆるコスト削減の努力
が求められる

・異業種交流による問題点の
把握、解決策の提案
・他分野との共同技術開発の
実施
・建築と土木の技術基準のす
りあわせ
・施工段階における代替設備
の簡素化、転用技術の工夫

326

交通 鉄道既設構造物のリモートイ
ンスペクション

検査手法 ・鉄道構造物に対する検査の
アウトソーシングが進む中、
外注の人的・技術的能力から
安全性の確保が疑問

・経費削減による現場要員削
減
・後継技術者が育成されてい
ない

・機械検査の開発導入 327

交通 高速鉄道と環境保全技術 鉄道 ・地球環境問題への対応から
高速鉄道の果たす役割は重要

・鉄道の環境指針は住民の許
容限度や受忍限度と一致して
いない

・環境問題には土木以外にも車両技術、沿線住民のコンセンサスづくり等、多方面の技術技能と関連するものであり、他学会との連携が必要328

交通 建設コンサルタント海外道路
建設プロジェクトにおける迅
速かつ合理的な設計業務、お
よび施工管理業務におけるＰ
Ｍ能力の向上

道路 ・海外道路プロジェクトにお
いて十分な調査、設計期間が
ない場合に発注と並行した詳
細設計と弾力的な施工管理を
実施した

・アフガニスタン、カンダハ
ル・カブール間の道路建設に
おいて、米国のイラク攻撃時
期を考慮して、当初予定の期
間を大幅に短縮して実施した

・簡易舗装、大型機械の導入
・セキュリティ、地雷対策、
不発弾処理など複合的なプロ
ジェクトマネジメントの実施
・路線近傍ステークホルダー
の調整

329

交通 大深度地下トンネル構築技術 都市基盤
整備

・大都市地下部でのトンネル
を安全、短工期、少ない事業
費で構築する技術開発

・大深度地下法を活用した交
通網整備が急務
・大深度地下法の利点を活か
した事業計画の再策定

・施工技術を加味した事業計
画策定
・工期短縮へのインセンティ
ブ
・事業計画全体の工事発注

330

交通 技術提案の促進 港湾 ・受注者の技術提案力の向上 ・ライフサイクルに関わる技
術提案が重要

・技術開発投資の重点化
・総合評価落札方式と技術提
案の仕組みの改良
・技術評価、表彰制度の充実

486



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：交通
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
交通 交通シミュレーション（マイ

クロシミュレーション）
研究 ・交通シミュレータの開発環

境が自社システムから販売用
システムまで混在している

・交通流理論の解明の解析
は、観測を伴う膨大な作業
・開発者によって、モデルの
判断が異なる部分がある
・プレゼンテーション技術に
も優れている必要があるが、
この部分はコンピュータ技術
者の役割

・研究者、技術者、コン
ピュータ技術者で構成する委
員会を立ち上げ、マイクロ
シュミレータの高度化・標準
化を推進する

492

交通 港湾、空港など国際交通計画 計画、調
査、評価

・空港、港湾など国際交通イ
ンフラの国際競争力向上のた
めの計画手法の充実が必要

・東アジアでは域内交通が今
後想定される
・日本の土木技術の国際的展
開、海外セールスが必要

・関係調査機関の連携協働、
海外機関との共同研究
・組織の設立、ODAの活用

494

交通 社会の変化、地域の特性に応
じた施設の整備・運営管理、
リサイクル材を活用した施設
整備

港湾 ・全国均一の基準での整備か
ら地域特性に応じた整備への
変化
・市民や地域の合意が得られ
る計画・運営管理に関する技
術の向上

・社会や地域要請は短期間で
変化する一方、施設整備は長
期を要する
・機能だけでなく、環境や景
観への影響が課題
・循環型社会の構築が急務

・多種多様な分野の専門家や
有識者との意見交換を通じた
計画検討
・構想段階からの地域住民と
の意見交換
・他国の状況の把握
・社会資本資本整備の周辺分
野を含めた統合的検討
・廃棄物発生の抑制、廃棄物
再利用を含めたコスト検討

497



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：調査・計画
課題の大分類課題の名称 分類 内容 背景 対策 No.

技術チャレンジが必要なビッ
グ・プロジェクトの減少

・厳しい財政を反映してナ
ショナルプロジェクトの減少
・将来を見据えたビッグプロ
ジェクト創出が望まれる

・ビックプロジェクトの減少
による技術開発費の減少
・コスト競争激化の為の実績
ある在来技術が多く採用
・技術開発へのインセンティ
ブが不足
・難易度の高い技術力を必要
とするプロジェクトの減少

・海外、ビッグプロジェクト
へのチャレンジによる技術開
発の促進
・技術活用型工事を増加
・技術開発による利益が開発
者に完全に還元できるシステ
ム構築

331

技術開発成果の適用 ・フィールドのなさによる応
用されない技術や企業の開発
投資の阻害

・自身による適用フィールド
の模索
・高価な実証実験

・企業側に技術の的確な評価
のできる技術者の配置
・斡施出来るシステム

339

土木技術発展のために巨大プ
ロジェクトを待望する「大規
模開発進行」の蔓延

調査・計
画

・技術開発を名目としたプロ
ジェクト推進は技術者の独善

・国民の負担力、財政の限界
を無視したプロジェクト
・土木と政治の過剰な親密性

・技術者と政治勢力の過度の
結託の回避により工夫をこら
した業務

342

総合管理の要請 総合　及
び調査・
計画

・トータルマネジメント技術
の必要性

・非経済原理も含めての社会
資本整備のあり方
・住民参加による計画の策定
・事業の進め方自体の変化

・定住的な要素を含め、かつ
時系列的には、構想段階から
の最も適正かを評価し、判断
する能力の向上

332

土木（社会基盤設備）経営学
の確率

調査・計
画

・成長職能の評価と財務的裏
付け
・経営戦略そしてこれを支え
る情報システムの構築

・社会基盤設備費の推移、維
持、償却の実態が不明

・社会基盤設備に関するBS/PL
作成
・世代を超えた社会基盤設備
経営の為の戦略形成の過程を
明確に

348

新工法、新
技術の活用
とインセン
ティブの付

魅力的なインセンティブを設
ける

計画、設
計、施
工・維持
管理

・個人を対象にした魅力的な
インセンティブの追加

・ニーズの減少に伴う開発投
資の制約

・設計・施工主任技術者又は
責任技術者の個人名の公表
・表彰を個人名で

334

長大橋に関する設計・施工技
術の新開発

調査計
画、設
計、施
工・マネ
ジメント

・具体的な投資効果のアピー
ル
・交通システムの変化に対す
る経済評価を投資計画に

・新規プロジェクトの事業化
がない
・新技術開発へのインセン
ティブに乏しい事業方式

・中規模橋梁においての新技
術導入の促進
・研究開発計画の事業強化と
情報公開

336

プロジェク
トの減少に
伴う技術の
継承機会の
減少

総合的な技
術力の低下



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：調査・計画
課題の大分類課題の名称 分類 内容 背景 対策 No.

新技術・新工法開発のインセ
ンティブ

・公共事業削減のための大型
事業減少
・公共事業における技術開発
のインセンティブ付与の方策
の必要性

・大型プロジェクトの減少、
技術開発投資の減少
・公共事業削減に伴う建設業
界の利益低下、開発投資の減
少
・価格競争優先による技術競
争力の非的確な評価の契約制
度

・技術力評価による契約制度
の導入
・技術開発のインセンティブ
を与えるプロジェクトの創造
・工事規模の大型化
・技術開発の促進と新技術の
公共事業への積極的採用

338

技術開発一般 調査・計
画

・各事業者における技術開
発、新工法・新技術の活用の
進捗

・土木の保守的な考え方
・会計検査に説明が出来ない
事への採用の多さ

・瑕疵担保を持っての採用
・会計検査が万能ではない

340

中小企業における技術開発の
現状

調査・計
画

・経済困難から起こる意欲減
退

・技術開発は先行投資が必要
なので、中小企業には負担が
大きい
・人材確保の困難
・技術開発の原資が無い

・日々コスト削減
・技術開発に対する低利の貸
付制度の活用
・制度の仕組みのPR

343

ダム貯水池における流砂技術
の開発及び下流河道における
土砂環境把握技術の開発

・流砂技術の経済性及び下流
河川環境への負の影響回避
・下流河川・海岸への土砂供
給の回復
・これらの技術に対する市民
の指示を得る

・流砂系の連続性の確保
・ODA等により建設された灌
漑、水力発電などのダムで堆
砂の進行が著しいものに対す
る対応を可能とする

・土木学会内研究組織を立ち
上げる
・土木学会は研究を進めつつ
学術面で支援

355

民間の監理技術の導入 調査・設
計

・不十分な経験・知識の持ち
主による担当
・担当者による機械的な業務
の監理
・制度的に民間の技術を導入
する仕組みを用いられないか

・新たな仕組みを考え価値を
築こうとしている流れの中で
の技術審査する新たな仕組み
の確立

・客観的で技術審査機関とな
り得る土木学会
・官公庁から学会への人材派
遣の依頼

337

官の技術公募 調査・計
画

・技術公募費用の民間会社の
負担
・発注者側の技術力の低下

・官側の定員削減
・事務的・社会的管理の増大

・官側が管理しなくても済む
事柄は民間に委託
・重要な技術判断や指示を的
確に行う事への人材の投入

347

人口減少社会の基盤整備のあ
りよう

国土計画 ・地方の急激な人口減少
・広域分散社会ではコミュニ
ティの維持が困難
・インフラの再編の必要性

・急激な人口減少
・公共投資の限界
・維持管理の限界

・人口減少化における公共
サービスのあり様検討
・市街地のコンパクト化
・公共施設、社会基盤のあり

349社会、経済
状況に応じ
た対応が必
要

民間技術の
活用



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：調査・計画
課題の大分類課題の名称 分類 内容 背景 対策 No.

確保すべき社会資本整備の在
り方と実現方策の構築

総合(計
画)

・地域毎に具体的なビジョン
と熟度に応じた計画実施
・実現方策と費用負担等につ
いて国民全体ないし関係者全
体の論議とコンセンサスの形
成が重要

・地域毎の各事業内容の整合
性と可能な限りの複合性が重
要であり、全体としての効率
化が不可欠
・コンセンサスと適切な規制
が重要

・土木学会の「社会工学派」
メンバーが真剣に取り組む

350

計画立案の多面化 調査・計
画

・単一な計画手法
・国民の多様なニーズに答え
られない為に、事業の見直し
・ステークホルダーに対して
理解の得られる計画手法の開
発、適用

・自然種々の機能を利用した
治水、利水計画の見直し
・経済性の比較のみの事業選
択は国民の不理解となる

・自然の持つ治水、利水環境
保全機能のより詳しい定量化
調査
・プラスのコスト比較に加
え、マイナスの便益の影響も
考慮できる計画手法

341

どのような技術者が必要とさ
れるのか

・恒常的な参加の場を設置す
る方策
・参加した人から十分に意見
を出してもらう技術
・意見をビジョンとし、事業
化する技術

・地方分権化が促進される
と、さらに地元の意向を踏ま
えた社会資本整備並びにその
維持管理を実施することの必
要性

・土木学会による「まちづく
り」に関するプログラムの開
発

485

国際市場での競争力 計画・施
工

・国際市場の要求全般へのカ
バー力のなさ
・国内での守備範囲を広げる
事による国際市場での活躍の
広がり

・日本のコンサルの国際市場
での存在感の希薄さ
・国内外の活動の相互乗り入
れ

・国内でのコンサルサービス
領域の拡大
・上流域に経験を有する官側
専門家の民間企業の活躍の促
進
・案件執行体制の国際市場行
動型へのある程度の変更

345

建設コンサルタントの業務一
般

計画・設
計・施工
管理

・国際ルールに基づいて業務
経験を国内業務に取り入れる

・国内業務形態が国際ルール
に沿っていない
・国際ルールでの業務経験が
国内で出来ない
・将来的には発展途上国の技
術者の下で働くことになるだ
ろう

・国内業務形態を国際ルール
に近づける
・官側業務の大幅なコンサル
委託
・コンサル業務範囲の拡大と
官僚業務の縮小

335

契約方式の
変更

コンサルタントへの発注業務
全般

調査・計
画、設計

・技術力に基づく企業選定方
式の採用

・技術者のモチベーションの
向上
・自治体におけるプロポーザ
ル方式の導入

・発注機関の技術力の評価
・審査を支援する為の第三者
機関の設立と活用

333

国民のニー
ズを取り入
れる手法が
必要

国際競争力
の向上



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：設計
課題の大分類課題の名称 分類 内容 背景 対策 No.
設計瑕疵、
及びチェッ
ク能力の低
下

建設コンサルタントの設計工
程の一元化

設計 ・設計に係わる各種データの
一元化
・設計におけるミスの発生の
抑止
・そのことによる設計品質向
上

・設計の実施に際して、必要
データの多様化、個別システ
ムによる整理
・データの組み合わせ使用に
よる品質低下に対する多様な
リスク

・IT技術の活用のよる設計工
程省力化・品質向上化システ
ムの開発

354

技術基準の適用と成果品の評
価方法の改善

設計 ・設計技術そのものに技術力
の向上、技術開発の要素の取
り組み
・自由な発想に基づく設計成
果品が受け入れられる環境づ
くり

・設計の多くは示方書、基準
類の範囲内の適用に縛られ、
自由な発想の阻害
・調達側は同じ成果品を求め
すぎている
・設計業務そのものに、技術
力向上、技術開発等の結果を
取り入れ設計仕様を決定する
ものがない

・設計単位を大きくし、技術
開発を促し優れた技術提案に
対しては優遇
・VEを効果的に実施

358

何が技術力の向上を妨げてい
るか

設計 ・自由で大胆な発想による優
れた技術提案が、なかなか育
たない環境になっており、業
界の沈滞化に影響している

・示方書、規定類に縛られ、
思考が縮んでいる
・規定類を作る技術者と使う
技術者が分化し、お互いの都
合を考えていない
・調達する者は会計検査のみ
を考え、前例だけを重んじて
いる

・優れた技術提案に対し、超
法規的な優遇を取れるシステ
ム構築
・VEに対しても、効果的なも
のに思い切ったインセンティ
ブを与えられるようなシステ
ムの構築

359

官庁の技術
力の低下

発注機関における施工技術の
課題の把握と課題への対応

・プロジェクトの短期間担当
の為の技術力の向上の妨げ

・技術力を出世の判断基準で
はなく、技術者にその方面で
のインセンティブが働かない
・技術力を評価されるにはプ
ロジェクト携わり期間が短い
・人事評価の透明性

・他機関(施工会社等)との人
事交流
・人事制度の抜本的見直し

363

マニュアル
への依存



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：設計
課題の大分類課題の名称 分類 内容 背景 対策 No.
新工法、新
技術の活用
とインセン
ティブの付
与が必要

低交通量道路のための長大橋
の計画、設計技術

長大橋の
設計、耐
震、段階
施工

・二車線吊橋や将来拡幅可能
な長大橋の合理的、設計手法
の研究、開発を望む

・経済の合理性の面から、二
車線橋梁の長大橋建設技術の
確立が強く望まれる

・二車線吊橋等合理的設計法
の確立、開発
・耐風安定性の確保に関する
研究
・合理的段階施工考慮の長大
橋の計画、設計手法の開発

346

公共物の景観的設計 設計 構造物の設計はコストパ
フォーマンス優先の為、景観
がなおなり
・歴史的遺産として構成に残
せる構造物の設計

・設計思考が初期コストに偏
重
・ライフサイクルコストと周
辺との調和を軽視
・発注者・受注者の意識が低
い

・景観法の趣旨に沿って設計
者の意識向上
・発表業務に景観設計を義務
付け
・コストと景観の設計限界の
策定と社会的な合意の形成
・学校教育段階で都市景観を
教材に

351

プロジェクトにおける新技術
導入・活用の自由化

・現行の積み上げ方式の積算
法
・知的財産権を行使できない
競争入札
・前例主義
・新技術のプロジェクト導入
の困難

・入札時、施工時共に技術力
活用の制約
・発注者の前例主義、受注者
の依存主義、双方とも責任回
避できるように自己責任の
はっきりしない構造になって
いる

・性能規定型発注法、随意契
約方式、設計・施工一括発注
方式、ユニットプライス方式
等の導入による新技術、新経
験を活用しやすくする

352

技術開発へのインセンティブ
に関して

設計・施
工

・優位性確保の為に行われた
場合開発意欲は増す
・民間であるが為に出来、公
共事業ではやれない事の是正
を図る

・他社に先行した開発による
受注における優位性の確保
・単独優位性回避の為、複数
企業での組合方式といった開
発技術活用では開発インセン
ティブが削がれる
・競争で他社のやれない技術
を実施できる優位性
・コスト競争で新技術による
コスト削減

・クライアント側の新技術判
断機能の強化

363



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：設計
課題の大分類課題の名称 分類 内容 背景 対策 No.

性能設計の実務への適用(の推
進)

総合、設
計

・学界と実働部門の遊離化
・合意形成問題と組み合わせ
ての議論で理念上の議論が中
心
・第三者組織による技術評価
等の社会的かつ具体的な動き
が伴うことが必要

・道路橋示方書の性能規定化
・国際基準における技術仕様
の性能基準化
・現在の性能設計小委員会の
動きをより具体的に加速しな
ければ理念のみに終わる

・社会的に容認される為の第3
者が理解できる違いと説得力
の確保
・帰納法的試行検討と経済効
果等の具体的提示

364

第3者評価システム 総合、設
計、施
工・マネ
ジメント

・競争力向上と透明性の確保
・技術インセンティブを付与
する事業方式
・第3者評価システムの立ち上
げ

・社会の信頼を得る土木界を
実現する為の技術研究
・若手技術者の意欲向上につ
ながる課題の提供

・事業者でも民間でもない中
立機能による技術評価システ
ム
・土木学会認定技術者を社会
構造として活用

365

本当に役立つ技術開発とその
積極的採用

設計/施工 ・本当に役立つ技術開発はさ
れず、また開発された技術が
使われていない現状

・民間企業による「他社との
横並びの技術開発」「他社に
差別されない為の技術開発」
・発注官庁による多様な契約
制度

・新技術の採用の進め
・技術表彰

367

設計、施工における新材料、
新技術の開発

設計、施
工・マネ
ジメント

・新技術の開発による新しい
分野を切り開くまでには至っ
ていない
・その為の新材料、新工法の
活用が進まない

・技術者の創意工夫の機会の
減少

・技術公募、プロポ方式の採
用
・学会の技術賞の表彰

361



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：設計
課題の大分類課題の名称 分類 内容 背景 対策 No.
民間技術の
活用

民間新技術開発の公共事業へ
の展開

設計、施
工技術、
工事管
理、技術
評価

・品質確保などの問題の発生
（公共施設の品質の向上やコ
スト縮減）

・発注者側技術職員の技術力
低下
・受注者がわ技術職員の技術
職員の技術力低下や技能職員
の不足
・近年の価格競争の激化
・新技術の評価や各種情報提
供面等の周知不測
・新技術採用に伴うリスクの
増加や責任の所在の不明確
・新技術開発者、実施者に対
するインセンティブの不足

・新技術評価の為の第三者組
織の設立
・新技術の積極的活用と責任
の適切な分担
・異業種との技術交流拡大と
組織設立
・技術競争力のより一層の拡
大
・優良技術者、技能者の教
育、育成
・新技術取り組みに対するイ
ンセンティブの付与
・新技術情報提供システムの
開発

477

設計施工技術における身の丈
の技術活用とその水平展開

構造物の
設計、施
工技術

・国内工事の受注量の減少に
伴い技術開発への投資が困難
・新しいプロジェクトなどに
際して技術提案の形で発展活
用する

・受注競争において新規技術
の優位性を提案しても評価を
受けることは限られている
・新規技術開発の重要性
・技術の適用による付加価値
を評価する社会認識の欠如
・既存技術、通常技術につい
ての低評価

・土木学会による公正な立場
で社会ルールを誘導(学会論文
集第Ⅵ部門の活用)

353

ローカルスタンダードを推進
できる技術開発

設計 ・地域の利用実態当に即した
規格で整備が行える設計基準
の未整備
・事業採択の個別的採択の困
難
・強度や耐久性等の設計面で
の技術の蓄積

・個性の出せる身の丈に合っ
た地域の整備
・美しい国づくりへの取り組
み
・社会資本整備には、ストッ
クのある整備を

・地元の利用実態や将来計画
を考慮したローカルスタン
ダードの推進できる枠組みづ
くり
・ライフスタイルコストや良
質な地元の資材を活用した効
果等の考慮できるB/Cの評価技
術の向上
・試行的、実験的にでも多く
の取り組みを行い、技術の蓄
積を図る

472

社会・経済
状況に応じ
た対策が必
要



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：設計
課題の大分類課題の名称 分類 内容 背景 対策 No.
国際競争力
の向上

アジアコードの作成 設計 ・技術基準の主役は欧米のも
の、日本の基準はマイナー。
その為海外進出は難しい

・国内基準省局に属して多数
・国内基準の非統一

・アジアコードを基にする統
一した技術基準の採用
・国内外での競争力が上昇

356

契約方式の
変更

建設コンサルタントのプロ
ポーザル方式による技術提案
型設計発注の課題

設計 ・技術力の向上・開発の観点
から大手コンサルと中小コン
サルの間で不公平を招いてい
る

・設計業務発注の透明性の確
保
・公共事業縮小の中での設計
段階でのコスト縮減

・プロポ配置予定の技術者は
一人のみとし担当
・技術者の資格要件は問わず
経験年数のみを問う
・官側の技術判断力の向上
・技術提案内容の公開
・純粋に技術的な提案を期待
するもの以外のプロポは出さ
ないようにする
・提案提出に対して有償とす
る

357

構造物の健全度診断技術・延
命技術

設計 ・新設の設計・施工に重点が
置かれ過ぎている為の延命技
術に不十分

・構造物の維持管理時代への
備えが十分ではない

・維持管理についてベテラン
技術者の対応の必要なもの、
技術開発投資回収が不透明な
ことからの開発が十分ではな
い
・ノウハウ料をコストに反映
・技術開発に対して優遇する
ようなインセンティブ対策の
必要性

360

従来基準で設計された鉄道構
造物の耐震評価

鉄道構造
物の耐震
設計

・経年数十年以上となる構造
物の耐震性
・合理的な耐震性の施されて
いる構造物の両者がある

・耐震設計のみならず、設計
上の議論を行うこと自体困難
・既設構造物評価の視点に欠
けている

・経験で施工されてきた構造
物に対する設計上の評価手法
の確立
・耐震評価面から、現行基準
と同程度の機能を有しながら
も簡易な設計方法の確立
・社会資本としての鉄道構造
物に対する耐震補強インセン
ティブの付与

366

維持管理技
術が必要



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.
２.７.１
技術開発投
資費用が回
収できない
ため、開発
に対するイ
ンセンティ
ブが働かな
いことを問
題視してい
る。

対策として
は、一社独
占技術でも
公共工事に
採用できる
ようにする
など、開発
投資が受注
という形で
回収できる
仕組みづく
り。

土木技術の開発が受注増、利
益増になるシステムづくり

・ゼネコンが新技術を開発し
ても、それをもとに新たな受
注増をもたらす機会が少な
い。
・公共工事の受注システム
は、技術力とは異なる部門の
所管となっているかに見え
る。
・発注官庁では、特定の新技
術を「特命」することが困難
である。
・受注増、利益増をもたらさ
ない技術開発についての動機
が薄れている。

・受注した工事の採算性を改
善するための技術開発は認知
されている。
・国民のためになる技術開
発、例えば工事費が半額にな
るような新技術は、民間企業
からは提案されにくい。

・現行の新技術認定は、単に
お墨付を与えるだけで、それ
自身は受注増に貢献していな
い。よって、「認定と施工」
をセットにした新たな技術開
発システムをつくることによ
り、技術開発のインセンティ
ブを強化する。

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

【原因】
公平性を重
んじすぎた
り、前例主
義などが蔓
延している
ことによ
り、１社単
独の新技術
が公共工事
で採用され
ない。
また、新技
術の適正な
評価が行わ
れていな
い。

技術開発に対するインセン
ティブ付与

・プロジェクトフォーメー
ションから実施、維持管理ま
での全プロジェクトラインに
関して、新しい技術の開発、
導入について企業及び技術者
の意欲が後退している。

・経済効率性の重視、国及び
地方の財政ひっ迫に伴う経済
運営により、公共工事におけ
る技術実証の機会が極めて減
少している。
・規格化、マニュアル化の比
率が拡大していることで独創
的な技術が活用しずらい傾向
にある。

・共同研究の実施など、公的
機関との新技術開発の機会を
増やし、具体的に工事で採用
する仕組みを確立する。
・新技術の開発コストについ
ては、当該技術の採用に当っ
て回収可能となる発注、契約
方式とする。
・企業内における技術者の個
人評価制度を導入する。

【結果】
技術開発の
インセン
ティブが働
かない。
新技術が生
まれてこな
い。

技術開発のインセンティブ向
上

・１社単独の技術は公共工事
では採用されないため、他社
に技術を公開し協会などを設
立することで採用の機会を得
ている。しかし、技術開発投
資の目的は、新技術の開発に
よる技術競争力の強化であり
受注への貢献である。
・他社への実施権許諾や実施
料収入では、技術開発に投下
した費用の回収は不可能であ
る。結果として、新技術開発
へのインセンティブが低下
し、技術力や技術競争力を低
下させる。

・技術競争が激しくなってき
ている。
・技術開発によるコスト縮減
が不可欠である。
・現行の公共調達の方法では
技術開発投資費用の回収がで
きないため技術開発投資が縮
小する。
・知的財産権取得による競争
力の強化が時代の要請。

・技術開発の成果である知的
財産権を正当に評価すると同
時に、これを活用するための
入札制度の導入。
・一社独占の技術を公共工事
でも採用できるようなシステ
ムを構築する。
・技術開発投資を税制面から
支援する。
・産官学連携の技術開発に対
する税制面での支援。
・技術開発成果を早期に市場
に導入、普及させるための第
三者機関等による技術評価シ
ステムや積算システムなどの
構築。



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

技術開発 ・技術開発に対するインセン
ティブが働かない。その結
果、各機関が同じようなテー
マに取組み、際立った技術開
発成果が表れない。技術開発
に成功した場合でも、それが
経営に貢献することが少な
い。

・日本のシステムでは、技術
開発成果をそのまま設計や工
事に取り入れることが困難で
ある。
その理由は、①評価機関もし
くは発注者に評価能力がない
②前例のない技術は予定価格
が積上げられない③開発者側
が、技術開発を指名のための
手段としか考えていないこと

・開発技術の評価制度の確立
が急務であると同時に、１社
独占技術でも発注できる仕組
みが必要。
・請負者は、開発技術に対す
る責任を負うと共に、新規技
術に対するリスクマネジメン
トが求められる。

新技術の評価制度 新技術を開発してもなかなか
使ってもらえないという声が
ある。評価し助言することが
必要であり、そのための制度
の見直し。

・技術提案の受入れ拡大策
・技術開発投資の回収システ
ムの確立
・産官学による制度検討

建設業における技術開発が機
能する仕組み

・国内工事量の減少に伴い、
建設業の技術開発投資は減少
している。その原因として、
技術開発投資の低採算性、非
効率性がある。
・技術開発は投資であり、そ
の成果は成功が約束されてい
るものではない。しかし、成
果が出た時のリターンが余り
にも現行の入札、契約制度で
は保証されていない。

・根本には知的評価、サービ
スに正当な対価が支払われて
いない。建設事業において
は、特にその傾向、意識が低
い。
・技術開発は特許料収入を得
るために行われているのでは
なく、工事施工を通じて企業
の業績に寄与するために実施
されているが、技術開発投資
コストを回収する仕組みが十
分でない。

・技術開発成果が工事受注に
結びつくよう入札、契約制度
の一層の改革。
・技術開発の効率化、①産業
連携②異業種連携
・建設機械、資材の技術開発
は各メーカーの業界主導型に
する。現状ではあまりにも建
設業の貢献度が認められてい
ない。
・中長期的技術開発について
の国家の補助、建設業同志の
共同技術開発で開発コストを
下げる。
・優れた開発技術が、より広
く普及するための建設業者発
注者の努力。

【対策】
開発投資費
用が受注と
いう形で回
収できる仕
組みづく
り。
一社単独技
術でも、公
共工事に積
極的に採用
する。



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

新規技術（工法・材料）導入
へのインセンティブ

・土木工事においてコスト削
減が至上命題であり、新規工
法、材料の導入にあたって
は、その定量的な効果把握が
不可欠である。
・数値的な品質向上やコスト
削減が明示されない限り採用
されないことは、既存技術へ
の依存を高め、新規技術開発
面からは国際的な競争力減
少、定性的品質向上の機会喪
失等を招く恐れがある。

・コスト削減要求、情報開示
環境下において、担当技術者
に客観的定量的評価が困難な
新規技術導入に対する判断を
躊躇させている。
・特にコンクリート構造物等
においては、近年新規の機能
（周辺環境への安全性、環境
配慮等）が要求されている
が、これらの定量的評価は不
十分な状況。

・新規技術導入にあたっての
インセンティブの付与（税制
面、補助金等、会計検査上の
配慮）
・性能向上、コスト削減、環
境配慮等に対する公平な学
会、協会等の認知システムの
確立。
・施工側と発注側および利用
者側の責任区分の明確化。

新しい技術の開発 新しい技術の開発に成功して
も、公共工事に使うことがま
まならない

・公共工事では、標準と思わ
れる工法を採用することを原
則としている。
・新しい技術の開発の内容
は、既存の工法、技術を越え
るところに位置している。
・発注者は、その工法、技術
に関する協会をつくらせて運
用を図ろうとする。

・学会が主導して、発注者に
は新しい技術を採用しやす
く、受注者には開発動機が得
られるような指導書（ガイド
ライン）を作成し、周知させ
る。

ゼネコンの技術開発意欲の低
下

・日本の大手ゼネコンは、そ
れぞれ技術研究所を所有し、
基礎的な研究から実用的な技
術開発まで相当な成果をあげ
てきた。ところが近年の経済
不況と建設事業の低減の中
で、研究・技術開発部門への
投資が減少している。このこ
とは今後の日本の建設技術発
展をあやうくする重要な問題
である。

・公共工事の契約において、
技術開発の成果が活用されに
くい仕組みになっている。
・発注者の技術力の不足から
適正な判定が出来ない状況も
見られる。
・技術開発の成果が会社の業
績向上につながらない。

・ゼネコンが技術開発のメ
リットが適正に受けられるよ
うな方策を実施することが重
要。
・公共工事の契約方式の改善
・発注者の技術審査能力を充
実させる。このため発注者側
コンサルタント活用の制度化
を図る。



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

技術力・開発力が工事入手に
直結しないこと

・技術力が受注になかなか反
映されない。
（技術力のない会社が、多数
受注している現状）
・建設業界は規模の違う会社
の集合体で、発注者側は適正
な競争を誘導していない。

・地方経済の保護という名目
で、技術力を基準とした適正
な競争が阻害されている。
・そのため技術力向上へのイ
ンセンティブが働きにくい。
・大小の建設業者の発注時の
スミ分けに、不平等感があ
る。

・土木学会の活動を考えてみ
ても、対象は大学研究者や大
会社の技術者で、土木の大半
を構成する中小建設業に所属
している人達への視野が欠け
ている。業界を一律には扱え
ない。
・技術力が受注にダイレクト
に反映されるシステムの構築
が必要。現在の発注方式の改
善策は効果を上げていない。
・海外工事はハードな技術力
よりも積算、調達、地元下請
労務者、地元法律などソフト
の技術力が重要。大学教育で
は、修得できない項目であ
る。

技術開発力の低下 ・建設投資の縮減にともな
い、独自の技術力をもつこと
が、建設業界の企業の生き残
りに必要であるが、多くの企
業において、独創的な技術を
開発する能力が不足してい
る。

・調査・設計・施工と分業化
し、かつ専門の分化が進んで
おり、総合的な技術力が低下
している。人員削減でベテラ
ン技術者が退職し、新しい技
術者が少なく、技術の伝承が
出来ないため、技術を覚える
ことで精一杯で、改良、改善
などの技術開発まで至らな
い。
・経費節減、効率化の要求が
強く現れ、目先のことで対応
して長期的な計画、展望を持
てない。多少は改善されてき
ているが、公共事業における
特許工法の採用が少なく開発
意欲が小さい。

・公共工事においても積極的
に特許工法の採用を推進し、
工費節減分の半分を褒章費に
あてるなどでインセンティブ
を高める。（全体工事費節減
にも繋がる）
・ベテラン技術者の再雇用な
どで、技術力を継続する。
・アイディア提案者、発明
者、開発者に対する物価、褒
章費をあげる。
・他分野、異業種との協働開
発。産学官協働開発



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

開発経費の還元と開発意欲の
向上について

・請負会社が行う技術開発の
経費は、どのようにして回収
するか。回収することによ
り、次の技術開発への意欲の
向上を図ることができる。

・今後、技術提案型の案件が
増えていくことが予想され
る。それに対応するべく実施
する開発経費の増大は、受注
しなければ回収できないこと
から、いずれ経営の足かせと
なる可能性が大きい。

・請負会社が行っている小さ
な技術開発の経費はともか
く、大きな経費を必要とする
開発は、案件の中で発注者が
負担することを前提とするこ
とにできないか。

２.７.１ 民間企業における技術開発・
研究開発の重要性意識の低下

・他産業と比較して、建設業
は売上に対する研究開発費の
比率が極端に小さい。このた
め、民間企業内においては技
術力が低く、また、技術開発
および研究開発の重要性意識
が低いというのが現状であ
る。

・技術提案を行っても、採用
されるケースは非常に少な
い。これは、新技術を適切に
評価できる公的機関がないこ
とが１つの要因である。個別
に学識経験者を含めた委員会
などを設置した場合では、採
用されることもある。
・公共工事において、発注者
側にメリットが大きい場合は
採用されるケースもあるが、
受注者にはメリットが大きい
が発注者にはメリットが少な
い場合、採用されるケースは
少ない。このため、民間企業
内における研究開発の重要性
の意識が低くなる結果となっ
ている。

・新技術に対して適切に判断
できる公的機関の設置。例え
ば、建築分野での建築セン
ターや造船分野における海事
協会など。
・技術開発に対する投資効果
が得られるようなシステムの
構築。例えば、VE提案に対す
るインセンティブの拡大な
ど。



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

民間技術の適正評価と活用 ・技術開発を促進するに際
し、技術の発想から具現化に
至る各過程において、民間の
技術力を効率的に活用するシ
ステムが不足している。

・大型プロジェクトの減少。
（開発目標の不明確化）
・「技術を育て活用する」社
会環境にない。
・技術提案、技術開発の費用
が適正に評価されていない。
（投資回収メカニズムが未確
立）
・新技術導入に積極性が欠け
る。（実績偏重主義）

・中小、ベンチャー等の小資
本企業の革新的アイディアを
具体化する開発支援システム
の導入。
・新技術を開発した企業に与
えるインセンティブの明確化
（実施料若しくは随意契約
等）
・技術情報流通システムの魅
力的運用を図るために、登録
要件・試験フィールド制度の
採用要件の緩和。
・JV制度（アイディア提供者
と具体化企業の共同開発）の
ための情報流通システムの導
入。



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

民間が開発する技術の展開方
法

これまで民間の開発技術や人
材、資本などを活用する施策と
しては、様々な方法がとられて
きたが、必ずしも民間の技術開
発促進や採用がスムーズにいっ
ていないのが現状である。例え
ば
①コストダウンにつながるVE提
案の見返りも一過性であり、提
案者へのインセンティブが継続
しない。（むしろ減額につなが
ることから、積極的な提案に至
らないことが多い）
②地元企業の優先的処遇、小割
発注により開発技術を生かすス
ケールメリット発揮の機会が減
少する。
③実績や汎用性が重視されるた
め、新規開発の独自技術は採用
されにくい。
④民間では必ずしも、技術やコ
ストだけでは評価、採用が決ま
らない。
⑤民間工事が多い建築に比較し
て、指針や基準類適用の制約が
厳しく、設計に関する自由な技
術開発が建築ほど進まない。

・国土交通省をはじめ、自治
体や公団、JR、民間企業のい
ずれもが、従来の手法にこだ
わらないコストダウンや環境
負荷低減、合理化施工につな
がる技術提案を求めている。
そのような背景にあって、土
木学会員であるゼネコンは、
近年の厳しい受注環境下で、
強い経営基盤と業務改善、人
材育成を目指し、他社との差
別化技術の保有、コスト競争
力のある技術開発、事業に直
結する技術分野の選択と、資
源や人材の集中が図られてい
る。

①官民共同研究成果の優先的
な採用策
②民間の開発技術採用のメ
リットに対するインセンティ
ブ付与策
③スケールメリットの出る民
間技術採用策（受注機会の付
与）
④技術評価採用の透明性確保
⑤規制緩和（特に、設計面で
の性能発注の促進）

技術開発の課題 ・技術開発投資の縮小
・開発技術の適用機会の少な
さ
・開発技術の評価手法の未確
立
・上記事柄からインセンティ
ブが働かない

・建設投資の縮小トレンド
・実績主義、工法協会
・評価機関、評価手法
・技術者の技術開発への意欲

・技術開発へのインセンティ
ブが働くような指導の徹底
・性能発注や技術提案方式な
ど技術をファクターとした入
札制度の拡大
・開発技術の評価手法の確立
・社会貢献の大きい技術開発
については個人が利を得られ
る制度も必要



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

２.７.１ 技術力、技術開発のデフレス
パイラル

・公共投資の低迷化による公
共工事の減少が、技術力向
上・技術開発に対するモチ
ベーションを低いものとして
いる。この結果、技術力向上
や技術開発に対して消極的な
会社は、競争力が低下し、デ
フレスパイラル的な作用が働
き、さらに競争力が低下して
いくと思われる。

・公共工事の減少が会社の体
力勝負になってきている。
・提案型入札、総合評価方式
による入札が大規模工事に適
用されてきており、各社の技
術力の差が大きく出始めてい
る。
・図面発注の場合、施工機械
等の工法が限定されている場
合が多く、技術開発に対する
拍車がかからない。
・施工VE提案などによる設計
変更によるメリットがある
ケースとそうでない場合があ
る。

・新技術の採用に関して、採
用した場合の責任を明確にし
た上で、積極的に行う。
・PFI等の民活事業を積極的に
展開し、技術力の向上、技術
開発の推進力とする。
・施工VE提案に対する施工業
者側のメリットを明確にし、
新技術採用の原動力とする。
・技術提案型、設計施工型、
性能発注等の発注方式を積極
的に展開する。

技術が有償であるという自然
な感覚

・技術力向上や技術開発意欲
の増大のためには、その努力
に見合った付加価値が評価さ
れねばならない。然るに公共
工事では、掛け声は兎も角、
相変わらず先進の技術は「前
例がない」「公平性が無い」
「高い」などの理由で適用さ
れにくい現実がある。VEや設
計施工発注も試行されている
が、未だ「工事費を安くする
ための方便」或いは「リスク
回避」の道具の域を出ていな
い。

・旧態然とした発注思想（前
例主義・予定価格の拘束性な
ど）
・契約意識の希薄さ
・企業努力や利潤を無視する
風潮

・明治以来の「官が工事を発
注・監督し民は労務を提供」
というシステムに則っている
限り、技術の開発・向上に対
するインセンティブは低下す
る。現実の役割分担に沿った
発注・リスク分担方式に改め
ない矛盾が「甲・乙の片務
性」を強くしているのであ
る。不合理性が継続する行政
下では、人材不毛の業界にな
り兼ねない。



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

発注官庁と技術開発 コスト構造改革、品質の確保
等、建設業においては、昨
今、低入札による工事の受注
が相次ぎ、必ずしも技術力に
優れた会社の受注が増えてい
るとは言い難い状況である。
このため、コスト縮減能力、
品質の確保という観点から優
れた技術力を持つ会社を発注
官庁としても積極的に活用
し、技術力の相互の補完を図
り、新技術の活用に積極的に
関与していくことが大切であ
る。

・発注者の技術力の低下
・コンサル・ゼネコンの技術
力の低下
・ダンピング等価格競争の激
化に伴う品質の低下
・国土交通省の新技術活用シ
ステムの周知の不足
・新技術採用への責任の所在
や受注者の負担についての整
理が不十分
・新技術開発による受注者の
メリットが不明確
・コスト縮減に当って、高度
なものに対する検討体制のあ
り方
・有識者等の利用についての
考え方の整理

〇新技術に対して
・検討組織等（官の他、第三
者の参画）
・新技術活用における責任の
所在について官と受注者での
責任の分担
・新技術開発に伴うメリット
を考え、受注者の開発意欲の
向上を図る。
〇コスト縮減
・有識者等をアドバイザーと
して活用。より高度な知識を
行政に提供することで、質が
良く安価なものをつくる。
〇価格勝負ではなく技術力で
評価される発注方法の拡大。
総合評価方式の拡大。
〇官サイドの技術力の向上。
技術者について総合行政担当
者・専門技術担当者のように
キャリアパスを考える等、人
事管理と一体となった取組み
が必要。また、この場合、設
計から施工まで一通り経験さ
せ、その後、方向性について
整理することとする。



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

技術開発成果の実用化 ・近年のコンクリート構造物
の耐久性問題に起因する一連
の事故（トンネル覆工コンク
リートの落下、高架橋かぶり
コンクリートの剥落、アル
骨、塩害）は、補修補強を担
当する施工会社の技術開発意
欲を増進し、多くの工法の提
案に結びついた。しかし、構
造物を管理し、工事を発注す
る機関は、道路・鉄道・港
湾・電力等の分野別に新技術
の評価、認定の制度が異なる
ことにより、１つの技術が多
分野で採用されることが難し
い状況にある。採用件数増が
見込めないと技術開発経費の
回収は困難となる。

・道路、鉄道、港湾、電力等
の発注機関の系統は、明治以
来縦割り組織が続いている。
・企業は発注機関と共同で技
術開発に取り組むため縦割り
傾向が醸成される。
・これに伴い、発注側機関と
共同開発した新技術は他系統
では採用されにくい。
・一般に、補修補強工事のパ
イは大きくないため、複数の
系統分野で採用されないと企
業の開発メリットは小さくな
る。

・各技術審査機関（法人）に
おける審査結果の汎用化
・開発技術の効果についての
客観的な評価（学会の活用）
・技術開発担当企業へのイン
センティブ付与（開発メリッ
トの還元）

２.７.２
技術開発や
技術力向上
に対し、現
行の調達制
度を問題視
している。

対策として
は、技術力
を評価した
調達制度の
推進。

新技術の採用増 ・新技術、開発技術の採用が
叫ばれて久しいが、体質はな
かなか改まらない。
・新材料、新工法によってマ
スコミにＰＲ。社会の目を公
共工事の品質、施工法、技術
に向けさせ理解と納得を得る
ことが大切。

・他産業に比して、あまりに
旧態の生産体制、材料であ
る。
・コスト縮減に向けての提案
を受け入れて社会に答えるべ
きである。
・若い人に夢を持たせなけれ
ば、土木業界が低迷する。

・発注段階のロットの大き
さ、性能規定など、いま少し
工夫があれば採用が進むので
はないか。
・提案会社に責任（品質、工
期）を持たせることは言うま
でもなく、新技術採用による
コスト縮減提案のできる会社
を選ぶべきである。



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

施工技術の開発 ・公共工事の減少、民間の設
備投資の減少により、コス
ト、技術を設計施工で競う場
がなく、官主導の提案は技術
力まで官の所有となり、民間
活力が利用できない。

・日本の産業構造が変化し、
土木の重厚長大的観点での技
術開発意欲が低下している。
・建設業が生き残りを経営面
に移しているので、開発費が
圧迫されている。

・国の公共事業にDB制を導入
し（もっと積極的に）、技術
の所有権は開発者に与え、本
当の競争をさせること。
・入札制度の改善にも役立つ
と思える。
・現況では民間活力は期待で
きない。

性能規定化への対応 ・性能設計への移行により設
計手法が高度化しており、設
計思想が施工に伝わり難い状
況が想定される。また、設計
照査が施工者に半ば義務付け
られている状況で、設計責任
の所在が不明確となってお
り、施工者の負担が益々大き
くなっている。このようにリ
スクが拡大集中する一方、新
技術の活用、環境対策、コス
ト縮減も求められている状況
で、現在の請負システムでは
対応が困難となっている。

・国際標準化による性能設計
への移行
・新技術の活用
・コスト縮減、VE提案

・設計施工一括発注方式の促
進
・設計責任の明確化
・設計者、施工者、発注者が
一体となった工事運営

価格が安いのが本当に良いの
か

・現在の技術開発は、公共事
業費の削減と関連する項目が
中心となっている。本来の進
んだ技術、必要な技術の開発
が遅れている。
・防災、都市開発等、本来良
質な施設を提供すべきなのに
安価で安物を提供している。

・公共事業の質は、大量にか
つ急速に工事を行うときと、
安価な施設を求めたとき、低
い。公共施設は50～100年と使
用するものであり、良質な施
設が必要である。今安い施設
を作ると、次世代に大きなつ
けを残す。

・安価な施設を入札の条件に
するのではなく、技術力を評
価するシステムを構築すべき
である。
・技術力のない地元優先の公
共事業から撤退すべきであ
る。既に時代は公共事業が、
福祉、失業対策のためにする
古典的な経済論にこだわる必
要がない。

【原因】
価格のみの
競争による
調達制度

【結果】
技術力向上
や技術開発
が促進され
ない。

【対策】
技術力を評
価した調達
制度の採
用。
DB,VE,性能
発注等。



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

公共工事における技術力向上
のインセンティブ

・公共工事における「価格」
評価から「技術力」評価重視
への転換による、一層の技術
力向上。

・公共工事は依然として価格
重視。
・技術者不足もあるが、自治
体などではむしろ技術評価無
視ともみられるように思う。
・社会的に技術力の評価方法
が確定していない。

・VE方式や総合評価方式な
ど、技術力評価の努力が見ら
れるものの、一層の技術力評
価方式の拡大とその際の評価
方法の社会的認知が必要。
・注目あるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの採用
で、検討、実施、公開などの
方策も必要。

コストを意識した技術開発 ・ニーズに適合した技術の開
発
・技術者のより新しいもの、
より完全なものをという欲求
と、社会が必要とするものと
の間にギャップが発生してい
るように見受けられる。
・建設産業においても「安く
て良い物」という原点に立ち
戻る必要があるのではない
か。

・建設産業では財貨、サービ
スの対価がマーケットではな
く、需要者（発注者）によっ
て決められている場合が多
く、安くてよい物が沢山売れ
るとは限らない事情がある。

・事業実施に際しての、事業
主体、コンサルタント、施工
業者の三者構造の採用と、仕
様発注、性能発注の一層の普
及。



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

技術力向上・技術開発の課題
と対策

・今後、日本の公共事業は多
様な国民の要望に応えていく
のに、品質・コストなどさら
に技術的に高度な内容が求め
られていく。今後、制約条件
がますます厳しい中で技術力
の向上や技術開発は土木技術
者の使命である。

・日本の人口減、少子高齢化
の時代に入り、公共事業も減
少傾向が続く。その結果、個
別の技術の担い手及びそれら
の技術を利用する事業が著し
く減少する。
・学、官、民ともに当面必要
性の高いものに集中していか
なければならず、世の中に役
に立つものでも、すぐに必要
がないものに取り組む余裕の
ない世の中となった。

・国際化の時代であり、日本
の土木技術も海外に拡大し、
外国の技術者とも共同で事業
を実施して若い技術者に経験
を積ませて養成し、技術力の
向上を図るとともに技術開発
を進める。
・国内においては低コストで
質の高い公共事業を実施する
ことについて、国民の合意を
得た上でその個別具体的な内
容を具体化し、事業を実施す
る。公共事業の設計、工事、
維持管理の実施業者の採点に
あたっては求められる技術
力・技術開発力を発揮したか
どうかに重点をおく。

長大橋等特殊技術の保護と高
度化

・海外での土木関連投資は、
開発途上国で飛躍的に伸びて
おり、日本の都市インフラと
酷似した面も多々有り。
・海外への技術移転すること
による、更なる新技術開発の
動機付けとなる。

・国内的に見ればDB等の発注
による技術開発の意欲を増大
させる方法は他には見当たら
ない。
・公共投資の減少、コスト縮
減等の要請に応える方法は各
自、各社の技術をいかに吸い
上げるかに掛かっている。

・日本国内で新技術を開発蓄
積し、それを海外に移転して
いく方法が
・国内の公共調達方法を、技
術力向上の方向へ向かうべ
く、国を挙げて行う必要あ
り。

２.７.３
技術開発や
技術力向上
に対し、建
設投資減
少、コスト
縮減などが
悪影響を及
ぼしてお
り、開発力
の低下を誘
引している
としてい
る。

対策として
は、様々。

【原因】
建設投資の
減少やコス
ト縮減要
請、社会資
本の成熟感
など。

【結果】
技術力向上
や技術開発
が促進され
ない。



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

ダム施工技術の新規開発 ・新技術の開発と普及
・開発意欲の喚起

・社会的な施工環境の変化
・自然環境の改変に対する認
識の変化
・公共事業に対するコスト縮
減の要請

・開発技術の保護と普及の仕
組みの確立
・正当な評価と補償
・制約条件の再検討

技術開発の目標設定と人材育
成

・今まで技術開発は、目標と
するﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを完成させるた
めの技術のﾌﾞﾚｰｸｽﾙｰを行う目
的で行われ多くの成果をあげ
て来た。
・現在の国内では将来的に新
たな大型目標ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを見出
すことは困難だが、より安全
な社会資本の再整備や環境対
策等やるべき事は多い。
・国家戦略として海外ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄへの対応も求められる。

・今後日本は成熟社会に入
り、人口減少、建設投資の減
少等が必至の状況である。こ
の様な状況下で豊かで安全な
社会資本を整備しなければな
らないのが、我々の使命であ
ると考える。
・国外に目を向けると、経済
成長著しいアジア諸国では、
環境問題も顕在化しており、
日本が備蓄している技術、ノ
ウハウの活用が必要と考えら
れる。

・国内社会資本整備に対する
目標設定（産官学による提言
等）
・技術開発テーマの設定や、
既存技術の整理強化。
・マネジメントシステムの構
築と人材育成のためのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
作成。
・海外対応についても上記と
同様。
・「何をするか」ではなく
「どうするか」が教育できる
システムの構築。実践を中心
としたﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

技術力向上のための人材育成 ・国内工事量の縮小に伴い、
技術力向上への努力が難しく
なっている。
・現在の状況下では基礎的な
技術力から元請、協力専門会
社全般的に技術力向上への意
欲が萎えている。

・工事量縮小に伴い、建設業
の経営難、慢性的過当競争に
より、技術力向上への人材、
資金的余裕が減少している。
・コストダウンの要求が厳し
すぎるため、現場で人材育成
の余裕がなくなっている。

・人材育成が鍵である。
・施工技術では工種毎の専門
分野での施工技術力を向上す
るためには、現場での施工経
験を出きるだけ技術者が多く
積む必要がある。しかるに現
行の制度では、現場の管理技
術者の交替がなかなか認めら
れていないし、要求される現
場経験年数も過度に長く、人
材の技術力育成を阻害してい
る。
→資格制度の見直しが必要。
・良い技術を、発注者、建設
業も買う（開発でなく）とい
う意識で実行。

【対策】
海外進出、
技術の保
護、開発目
標の設定、
人材育成な
ど様々。



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

２.７.３ 作業船に対する新規設備投資
の減少と、作業船老朽化に伴
う維持修理費の増大、これら
に起因する技術開発力の低下

・大型ポンプ式浚渫船による
浚渫土量（海外含む）は、
1970年度の3.3億ｍ3をピーク
に、2003年度は17百万ｍ3まで
大幅減少
・ピーク時64.4万馬力あった
大型ポンプ式浚渫船の保有馬
力数は、20.5万馬力まで減
少。
しかも、就役率は20％未満に
大幅低下。
・大型ポンプ式浚渫船の新規
建造機会が無くなったことか
ら、わが国造船業の大型ポン
プ式浚渫船の建造技術や、建
設業における建造技術、知識
の継承ができない。

・高度成長期以降、大規模埋
立工事が激減
・大規模埋立工事が減少した
現在でも、小規模浚渫・埋立
工事は各地で同時期に発注さ
れる場合もある。それに対応
して老朽化した作業船に高い
維持管理費用をかけて、各社
がポンプ式浚渫船を保有
・大型作業船の建造費は多大
で、かつ耐用年数が長い。
よって建造後の維持管理費も
高く、不稼働時でも乗組員に
よる一定のメンテナンスが必
要。
・現在でも海上大規模工事は
間欠的にあるが、きわめて短
期間に集中して施工すること
が求められるため、一時期、
多量の作業船を建造して対応
せざるを得ない。しかし、そ
の後の稼働が見込めないた
め、新規に建造する費用をま
かなうことができない。

・浚渫、埋立工事の将来計画
の提示
・「作業船共同保有機構」
（仮称）の設立と、認知・支
援制度の確立

土木界共通の開発目標設定と
産学官連携の開発研究体制の
構築

・公共事業停滞のなかで先端
的な開発目標が見えなくなっ
ている。
・事業計画部門（官公庁・民
営化した組織等）の開発力・
開発指導力の低下
・請負側の長期見通しに立っ
た開発の限界

・プロジェクトの成熟感（ダ
ム、新幹線、高速道路など）
のなかで時世代を見据えた開
発意欲の低下。
・外注化、責任施工などによ
る発注サイドの開発力の低下
・官公庁再編、規制緩和、民
間企業の合併等による激変で
産学官連携の世代継承が希薄
になった。
・民間企業の技術開発はしょ
せん自分の会社便益の範囲に
留まる。

・土木学会による次世代をに
らんだ長期的な技術開発目標
の設定と研究体制の提案。
・産学官の連携体制の再構築
（かつての大型開発や技術検
討は産学官による委員会等が
スムースに設定されてい
た。）
・土木学会主導での「産学官
共通の研究施設」を新設でき
ないか（京浜地区臨海部など
でのフィールドの提供でも良
い）。



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

技術開発の課題 ・技術開発成果が少ない。
・技術開発が企業収益に貢献
する度合いが小さい。
・技術開発の水平展開が少な
い。

・技術開発成果で収支を賄お
うという風土が建設業界にな
い。
・建設会社は工事受注の手段
として考えがちで、技術開発
成果自体で収益を得ようとい
う体質がない。そのため各社
で同じ開発をする。
・技術開発成果を広く使える
ようにするためには、土木、
建築それぞれで委員会などが
必要で、コストとエネルギー
がかかりすぎる。

・建設業界も、技術開発成果を
ロイヤリティをとって使っても
らうような風土にかえる。
・建設会社の利益は、工事のマ
ネジメントからが中心で、技術
はその補助となっている。技術
そのもので利益を得る体質にし
ていかないと、会社間で技術力
の差が収益の差とならない。
・技術開発成果を、１機関で評
価すれば、どこでも使えるよう
にできる仕組みが必要。
・本来は、マネジメント中心の
会社と、専門技術の会社に分か
れることが望ましい。



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

２.７.４
社会のニーズ
の多様化、高
度化に対し、
マネジメント
技術の向上を
図っていく必
要を説いてい
る。

対策として
は、マネジメ
ント技術の教
育、他。

【原因】
社会ニーズの
多様化、高度
化等が進んで
いるが、それ
に応えるため
に必要なマネ
ジメント技術
力が不足して
いる。

マネジメント技術力の向上 ・土木技術者には、土木をはじ
めとして、電気、機械、資源、
応用理学、化学、金属、衛生、
農業などさまざまな専門技術
や、行政、市民、専門家などさ
まざまな利害関係者などをまと
めて、変化を続ける社会・経
済・政治情勢、将来のリスクな
どを考慮しつつ事業を実施する
指揮者のような役割がある。
・こうした指揮者の役割にはマ
ネジメント技術が不可欠である
が、建設産業では積極的に技術
力向上がなされてきたとは言い
難い。
・また、社会資本に対する国民
の意識の多様化は、こうした指
揮者の役割を一層重要にしてい
る。
・以上のようなことから、土木
技術者はマネジメント技術力の
向上を推進する必要がある。

・要素技術偏重
・事業の過度な分割、分離
・社会資本に対する国民の意
識の多様化

・学協会を中心としたマネジ
メント技術の教育
・事業の大型化
・三者構造の推進



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

【結果】
これからの
社会の要請
に応えてい
けない。

【対策】
マネジメン
ト教育や、
民間マネジ
メント技術
の活用等。

建設コンサルタントの総合的
マネジメント力の向上

・近年、社会ニーズの多様
化・高度化、そして財政危機
下での有効かつ効率的な社会
資本の整備と資産経営には、
専門的で高度なマネジメント
力が必要である。
・従来この分野は官公庁側の
業務としてきたが、より高度
化・専門化して成果をあげる
ためには、コンサルタントが
その技術力を向上させ、長期
的に対応する必要がある。こ
とことは、国際競争力にもつ
ながる。

・日本の官公庁は、建設コン
サルタントを単なる補助者的
位置付けでしか活用してこな
かった。
・そのため事業を細分化して
発注するので、全体として対
応する機会が少ない。
・競争入札（金額）により選
定しているため、技術力向上
へのインセンティブが働きに
くい。
・現行のままでは、欧米はも
ちろんアジア諸国との競争力
もなくなる。

・建設コンサルタントが従来
型の受注体系の中で受身の考
え方から脱却する。
・官公庁側は、社会資本マネ
ジメント業務について民間の
技術力を活用するシステムを
つくる。
・発注契約方式を真の技術力
主体の契約方式に転換する。



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

マネジメント技術力の向上 ・土木技術者には、土木をは
じめとして、電気、機械、資
源、応用理学、化学、金属、
衛生、農業などさまざまな専
門技術や、行政、市民、専門
家などさまざま利害関係者な
どをまとめて、変化を続ける
社会・経済・政治情勢、将来
のリスクなどを考慮しつつ事
業を実施する指揮者のような
役割がある。
・こうした指揮者の役割には
マネジメント技術が不可欠で
あるが、建設産業では積極的
に技術力向上がなされてきた
とは言い難い。
・また、社会資本に対する国
民の意識の多様化は、こうし
た指揮者の役割を一層重要に
している。
・以上のようなことから、土
木技術者はマネジメント技術
力の向上を推進する必要があ
る。

・要素技術偏重
・事業の過度な分割、分離
・社会資本に対する国民の意
識の多様化

・学協会を中心としたマネジ
メント技術の教育
・事業の大型化
・三者構造の推進

２.７.４ 総合的なプロジェクト等にお
けるマネジメント技術

・建設プロジェクトは社会的
なニーズ等の多様化から、よ
り総合的、複雑化がなされて
いる。これらの総合的なプロ
ジェクトをマネジメントする
技術力の向上、開発が必要で
ある。

・要素技術の習得については
学校教育、企業内教育等で可
能であるが、マネジメント技
術は実践に基づいた経験が基
本となり修得される。近年の
建設プロジェクトの多様化等
に対応するため、これらの総
合的なマネジメント技術の需
要は高まると考えらえる。

・多分野にわたる幅広い技術
者の育成。
・プロジェクトマネジメント
業務等におけるOJTの積極的推
進。
・プロジェクトマネジメント
技術の習得。



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

建設産業の国際競争力の強化 ・建設産業では、建設市場の
国際化に伴い国内ニーズにと
どまらず、海外に目を向けた
技術戦略が不可欠となる。施
工などのハード技術は国際社
会でも高く評価されている
が、優れた建設技術が国際社
会で十分に活用されるために
は、マネジメントシステムや
コスト競争力の強化に取り組
む必要がある。

・建設市場の国際化に伴い、
日本と海外の企業が競合する
機会は今後増えるものと考え
られる。日本の企業は、これ
まで国内市場が中心であった
ため、国際社会に対応したマ
ネジメントなどの技術力を必
ずしも十分に蓄積してこな
かった。

国際化への対応を強化するた
め、以下の対策が求められ
る。
①コスト競争力強化に向けた
マネジメント技術の向上
②国内基準をISO等国際標準化
するための推進体制の整備
③世界規模の課題への的確な
対応

専門能力・技術力の更なる向
上

・従前のような専門能力のみ
を駆使するといったタイプの
進め方では、コンセンサスが
得られにくいことは明白であ
る。総合的技術監理・マネー
ジメントが要求されているこ
とを考慮すれば、目標の達成
を保証できるような方策を各
団体が制度化すべきと考えま
す。

・社会のニーズが合意形成・
同意形成に傾いている。
・プロジェクトマネージャー
に必要な資質が変化してお
り、各案件に適応・対応でき
るシステム（つまり力量を測
るものさし）がない。
・現在は試行錯誤の状態でプ
ロジェクトを遂行している
が、改善策がまとまらないま
ま、技術者・PMの自覚に頼ら
ざるを得ない。

・CPDの取得単位の管理をきち
んとしてきており、そろそろ
評価ができる年数が経過した
こともあり、公表・公示し、
学会がそれを証明書するぐら
いのことをしないとODAの実施
機関は制度を認識しないので
はないだろうか。
・それには、各団体のCPDの
CPDFの統一が効果的と考えま
す。
・PMに必要な資質を証明する
のはCPDがすべてではないが、
これまでの遂行業務の評価や
CPDの継続状況でかなりの部分
を判断・判定できるのではな
いでしょうか。



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

その他 建設コンサルタントの技術の
軽視

・技術が正しく評価されない
ため、選定は価格競争入札で
行われ、安いものが良いとさ
れている。

・日本文化に「技術」のよう
なソフトはタダという伝統が
根強く残っている。
・建設事業は長年直轄で行わ
れて来たため、コンサルタン
トは「お手伝い」と考えてい
る発注者が多い。
・公共調達が価格によって行
われている。

・土木学会自らが、建設コン
サルタントの会員を重視する
こと。（役員にコンサルタン
トを入れる。会員数を反映す
る。コンサルタントに著作権
があることを確認するなど）
・公共調達の中でも、コンサ
ルタントの選定は、技術に
よって行うよう発注者に政策
変更を求めること。

先端的な情報化施工技術 ・企画、調査、設計、施工、
維持管理にいたる情報共有シ
ステムの作成
・無人化を目的としない情報
化施工

・情報共有と言うと三次元CAD
とかXHLﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽという高級
技術を要求するが、本当の情
報の評価を行い基準を決める
ことでデータ要件をまとめ
る。
・無人化のための情報伝達を
施工全体で考えること。

・官民の技術的討論の活性化

発注価格変更の適正化 ・公共工事における品質確保
は重大な課題であり、不良・
不適格業者を排除するととも
に、発注予定価格の適正化を
図る必要がある。
・契約価格は条件変更があれ
ば変更される性格のものであ
るが、発注者によっては設計
変更と契約価格の変更を避け
る傾向がある。
・その理由は、会計検査院等
への変更の説明責任を避ける
場合もあり、発注者の自覚、
契約の本質の理解等、発注者
責任の明確化を促したい。

・発注者の施工経験がほとん
どないために、工事の適正価
格の把握がなされず、また契
約価格の妥当性についても関
心が少ない。
・公共工事の品質確保を図る
とともに、建設業の財務体質
を強化するためにも、公共工
事における適正利潤の必要性
を発注者が理解することが必
要である。

・契約の双務性を理解させる
とともに、発注者の契約知識
の向上に努めるために、講習
会等の場をとらえて啓発に努
める必要がある。
・公共工事における予定価
格、契約価格の本質を十分に
説明し、発注価格の変更の必
要性は建設業者の利益確保で
はないということを、マスコ
ミはじめ国民に周知させる。



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

国の社会資本整備の費用（公
共投資）が減少している。

・国家予算が緊縮財政の中、
公共大型土木工事も減少。高
度な技術力を必要とする工事
も減少した。しかし、日本の
社会資本が、安全で安心な豊
かな生活を営める状態に整備
されているとは言い難い。

・道路公団の民営化論議を通
して、社会資本整備（公共事
業）は、①税金の無駄づかい
②政官業の癒着③業者を儲け
させるだけ、といった負のイ
メージが国民の間に広まっ
た。一方、今年はすでに９個
の台風が上陸し、堤防決壊、
土砂崩れなどで甚大な被害を
被った。

・土木学会も今こそ国民に対
し、社会資本整備（公共事
業）の必要性を積極的に説明
すべきである。①地震、台風
などの自然災害に対する公
共・個人資産の安全確保②国
土の均衡ある発展のための道
路・鉄道・空港などの整備④
健康な生活を維持するための
上下水道の整備など。

土木事業のより積極的な情報
公開

・社会、特にマスコミに対し
て、土木事業が適切に理解さ
れず、一部の事象のみが誇張
されて報道される事が多い。
・土木事業が施工面のみ強調
され、社会的使命、役割が理
解されにくい。
・事業者は公共団体が多いた
め、ややもすると対等ではな
いという立場で、情報を提供
してあげるという傾向になり
がちである。

・民生品のように、一般ユー
ザーに直接広告宣伝する機会
が少ないため、利用者、納税
者に必ずしもわかりやすい説
明になっていない。
・マイナーな情報のみが報道
されることが多い。

・企画事業箇所と施工箇所が
連携して情報提供する仕組
み。
・施工段階の技術的な情報提
供に偏らず、事業の目的、全
体プロジェクトの機能なども
含めた情報内容。
・大プロジェクトに限らず事
業ごとに積極的に情報を提供
できる仕組み。
・どのようなメディアに、ど
の様な内容で提供したら効果
的かの研究。

施工管理技術力のUP ・現場の原価を把握して、適
切に管理することで、良いも
のを安く作ることができる
が、それが十分でない。

・発注方法が最低価格のみに
注目しており、品質や適性管
理を度外視した企業が受注し
ている。

・発注者が、見た目の品質
（精度や出来形、出来映え）
だけを管理するのではなく、
プロセス（原価管理）も
チェックするしくみを作り、
実施する。



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：施工・マネジメント
課題の大分類課題の名称 分野 内容 背景 対策 No.

*）分野の欄に着色があるものは、対策に人材教育を提言してい

その他 品質管理活動の不足 ・施工過程における不具合が
増える傾向にある。

・発注者は施工で発生した不
具合について、自らは常に責
任外であるとする立場をとっ
ている。
・施工技術者の使命感の減
少、産業自体の魅力の減退が
否めない。
・難易度の高い施工において
は、発注機関や設計者が考え
る施工技術に関わるコスト
は、受注者のそれとかけ離れ
ている。
・施工者は施工技術者の編成
を、無理の限度を超えて人員
をしぼっている。

・発注者は工事における、設
計過程→施工過程の情報を品
質管理の活動の視点から分
析、評価して施工の実態を自
ら把握する。
・施工者は、品質管理活動の
基礎を学び、施工過程で実践
する。
・昨今制定された「総合技術
監理」は、プロセスを捉える
ものではなく、結果の検査に
近いものであり、標記の本質
的な解決にはならない。

工事成績評点技術の普遍化 ・工事成績の評点結果につい
て、発注者と受注者の見解に
差がある。
・工事成績評点は、多分に個
人的見解が左右する部分もあ
り、普遍的に公平な評点技術
には達していない。

・評点方法は、かなりの部分
は客観的に実施するように
なっているが、評点自身の主
観に基づく部分もあり、普遍
的なものが求められている。

・各評点項目（品質管理、施
工管理）毎に、標準的なもの
はどういったものか、あるい
は触れ幅と評点の関係などを
研修等で取得するとともに、
より客観的評点方法の開発、
導入が必要。
・この手法は、現在評点を
行っていない市町村にも汎用
できるものとする。→国・地
方自治体が同じ尺度で優良企
業を選択することが可能。

・分野分類からみると、いず
れも課題を含んでおり、しか
も相関連している。そのた
め、敢えて分野分類をせず、
全体を包括する課題解決と、
それらの総合的推進の必要性
を感じる。



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：メンテナンス
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
メンテナン
ス

維持管理技術の向上 維持管理
手法

・高度成長期に建設された多
くの公共施設について計画的
な維持管理手法が求められる

・整備時の設計手法が通用し
ない
・検査手法、評価技術が未整
備かつ技術担当者が未熟

・設計耐用年数明示等、設計
法の整備
・LCCに関する研究の推進
・基礎工等不可視部分の点検
手法の開発
・アセットマネジメントの構
築

418

メンテナン
ス

ストック経済下で求められる
技術

維持管理
手法

・ファシリティマネジメント
の推進
・社会資本の効率的運営管理
のためのエンジニアリング力
の強化

・今後は維持更新需要が急激
に増加する時期を迎える

・官学主導による技術開発 419

メンテナン
ス

既存構造物のリフレッシュが
高コスト、かつ大規模な工事
が必要

維持管理
手法

・既存構造物の安全度を把握
するために大規模な調査と莫
大な更新費用、利用制限が発
生する

・維持更新需要が急激に増加
する時期を迎えるなか、更新
工事技術開発が必要

・既存構造物の施工記録、維
持管理記録のDB化
・性能規定による公募方式で
実施し、結果を蓄積
・土木以外の分野との連携

420

メンテナン
ス

コンクリート構造物の健全性
を評価する技術

検査手法 ・維持管理の基本となってい
る外観検査では不十分
・簡便で精度の高い検査法の
確立と、検査方法の基準化が
必要

・健全性を評価する検査技術
の提案が実務面で採用されて
いるものが少ない

・検査手法の提案を維持管理の現場で積極的に採用し結果を公表する421

メンテナン
ス

コンクリート構造物の維持管
理体制の確立

維持管理
手法

・コンクリート構造物の点検
から評価、劣化予測、判定、
対策、記録までの維持管理体
制を確立し、技術力の向上と
技術開発が望まれる

・コンクリートの製造、建設
技術開発が維持管理と関連付
けられていない
・建設マーケット縮小を補
修、補強工事で補おうとする
傾向
・調査不足のまま補修工事を
実施し、再損傷をおこす事例
がある

・コンクリート全般にわたる
基礎知識を習得する研修制度
・補修、補強工事の追跡点検
・維持管理要領の整備と定期
的な改訂
・ライフサイクルにおける技
術の集約

422



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：メンテナンス
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
メンテナン
ス

土木構造物のＬＣＣ縮減に向
けたメンテナンス技術力の向
上

診断技術 ・健全度診断に必要なセンサ
とシステムの高性能化（医療
技術等を参考に）

・構造物の維持管理にかかわ
る情報収集技術が不十分

・海外最新技術の導入に対す
る障害除去
・外国人技術者の採用、育成
・国内プロジェクトにおける
メンテ費の予算化
・メンテまでを一貫に実行で
きるゼネコンの出現
・メンテ技術をベースにした
国際戦略

423

メンテナン
ス

公共社会基盤の今後の整備並
びに維持管理のあり方

維持管理
手法

・社会基盤整備のあり方につ
いて土木学会が取り組むべき

・公共社会基盤の地域的アン
バランス
・人口減少、少子高齢化
・国および地方の債務増大
・公共基盤整備の予算削減
・行政単位の広域化
・専門化、分業化による総合
技術力の低下

・都市、地方双方で公共社会
基盤整備の課題整理と抽出
・次世代の公共社会基盤のあ
るべき姿の検討
・公共社会基盤の整備手法、
維持管理の具体的な提案と政
策および技術上の取り組み

424

メンテナン
ス

インフラ・メンテナンス市場
の開発

メンテナ
ンス

・公共土木界ではメンテナン
ス市場が未発達

・インフラの劣化に関する調
査が実施されていない

・コンサル業界にインフラメ
ンテナンスフィジビリティ調
査を委託
・土木学会はその必要性を国
民、政界、行政にアピール

425

メンテナン
ス

公共工事における技術開発
（技術提案）

橋梁 ・橋梁の改築、改良、補修の
技術は未発達であり、技術開
発の余地が大きい

・改築、改良、補修は3Kであ
り有能な技術者が集まらない
・技術や工法の結果がでるま
で時間がかかる

・改築、改良、補修を熟知した技術者に提案させ、積極的に採用する426



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：メンテナンス
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
メンテナン
ス

道路舗装の維持における人的
および財政的投資の低下

道路舗装 ・道路空間の多機能化が求め
られ、都市環境改善に寄与す
ることを要請されている

・舗装技術は地味で、日陰部
門として認識される傾向があ
る
・供用中の道路上での労務を
主としているため、若年技術
者が少ない

・都市環境改善としての道路
舗装の維持管理技術の総合化
の早期構築
・道路舗装に対する人的財政
的支援
・公的研究機関における新た
なる舗装維持技術の先導役割
の確立
・若年技術者および技能者へ
の新たなる総合技術力の育成

427

メンテナン
ス

社会資本の維持管理技術の体
系化

防災計画 ・各施設の維持管理水準が体
系化されていない

・道路、鉄道、港湾等、イン
フラ間の安全水準の比較は困
難
・維持管理の考え方、大概の
手法の体系化が必要

・土木学会において維持管理
水準の検討を行う
・維持管理防災に関する最適
管理水準、省エネルギー、省
コストの技術開発

428

メンテナン
ス

維持管理技術の向上 技術開発 ・建設から維持管理へ転換す
る状況下で土木技術者の意識
を変化させる必要がある

・２１世紀はメンテナンスの
時代
・技術者に建設重視の風潮が
強い
・国の予算制度においてメン
テナンスが重視されていない
・維持管理に関する積算基準
の不備

・政策的に維持管理重視を打
ち出す
・維持管理に関する国庫補助
の拡大
・維持管理技術の向上、技術
開発を助長するための学会等
の活動

429

メンテナン
ス

ライフサイクルコスト分析に
もとづく現実的維持管理手法
の構築

維持管理
手法

・ライフサイクルコストの検
討がなされているが、舗装の
維持管理に関する実務的な手
法の提案になっていない
・路面破損のデータを技術
的、戦略的な舗装維持管理手
法に役立てる

・舗装破損が身近ではあるが
大きな問題として捉えられて
いない
・合理的ではない過度のコス
ト縮減のしわ寄せがきている
・維持修繕を怠ると１９７０
年代のアメリカのようになる
恐れ有り

・学会で産官学連携の実務的
研究会の設立
・シンクタンクとしてのコン
サルタントの育成と政策への
反映
・海外での事例研究

430



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：メンテナンス
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
メンテナン
ス

コンクリート構造物の維持管
理のための点検技術が整備不
十分

技術開発 ・コンクリート構造物の維持
管理において機能、強度、耐
久性について点検方法や評価
方法を統一する必要がある
・この分野での技術開発が必
要

・コンクリート構造物はメン
テナンスを行っていないため
・点検のための技術が確立さ
れておらず費用も配分されて
いない

・維持管理に関する技術開発
費を投じる
・点検の新しい技術を採用す
るチャンスを増やす
・技術を評価するシステムを
構築する

431

メンテナン
ス

常に水中にある鋼性構造物の
点検と維持管理

防災 ・鋼矢板護岸の腐食は検査が
困難であり実態が把握されて
いない
・腐食進行の実態調査と代替
方策も含めた防蝕対策は喫緊
の課題

・水質土質環境上も悪条件下
にあるが、腐食の進行状況に
ついて本格的な追跡調査が行
われていない

・水中鋼構造物の腐蝕度の調
査方法の確立
・本格的な調査の実施
・耐久性の維持、向上方策の
確立

432

メンテナン
ス

公共構造物のメンテナンス 維持管理
技術

・構造物の延命措置が必要不
可欠

・戦後復興期に建設された構
造物が耐用年限を迎える
・構造物を供用しながらの補
修が必要で、多大な工事費と
工期がかかる

・補修、補強の施工技術の研
究
・構造物の診断技術の研究、
データベースの構築
・専門技術者の育成、海外技
術の導入

433

メンテナン
ス

構造物劣化検査技術と補修技
術

鋼・コン
クリート

・高度経済成長期に建設した
構造物が劣化

・耐用年数に近い構造物が増
えている
・LLCが重視される
・ストックの長期使用が求め
られている

・構造物の劣化検査技術の開
発推進
・過去の設計施工技術の適切
な分析、評価
・構造物の補修、更新技術の
開発推進

434

メンテナン
ス

コンクリート構造物の維持管
理

検査手法 ・コンクリートの劣化度診
断、耐久度評価技術を確立す
る

・コンクリートはメンテナン
スフリーではない
・橋梁、トンネルのコンク
リート片落下事故が起きてい
る
・目視検査の限界

435



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：メンテナンス
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
メンテナン
ス

施設の老朽化度の把握技術 メンテナ
ンス

・施設の老朽化が進む中、構
造物内部の老朽化度を低コス
トで判断する必要がある

・多くの公共施設の耐用年数
が限界
・公共投資の削減、維持更新
費の縮減

・各分野ごとに、補強対策の
計画を策定
・重要構造物の補強方針につ
いて技術的整理要
・施設の維持更新の重要性に
ついて土木全体でPR

480

メンテナン
ス

社会インフラにおけるアセッ
トマネジメントの向上

メンテナ
ンス

・大量のインフラストックの
更新に当たり、より合理的、
経済的な維持管理手法を確立
しておく必要

・高度成長期に整備したイン
フラの更新時期
・高齢化社会における投資余
力の減少
・維持管理コストの最小限化

・ストックの適切な点検診断
･劣化進行予測と補修対策の確
立
・アセットマネジメントの開
発

493

メンテナン
ス

社会資本のメンテナンス技術 計画、調
査、検査
手法

・予算制度も十分でない中、
社会資本ストックをいかに健
全に維持利用が課題
・LCCを小さくすることは重要
だが、未だ点検、補修技術は
途上

・精度、効率、コストに課題
（港湾では潜水夫が中心とな
ること多い）
・ユーザーの声の高まり
・災害時対応の社会の期待要
望の高まり

・技術開発インセンティブ：
予算制度、データ蓄積、支援
制度
・施設の維持停止や機能転
換、再整備等の判断のための
計画評価手法の整備

495



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：防災
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
防災 新しい観点での総合的な防災

事業
防災 ・公共事業では防災分野が発

展するポテンシャルがある
・防潮堤、下水道、河川改修
といったセクショナリズム的
な資本整備ではなく、総合的
な防災対策が必要

・学会の各種委員会のテーマ
を防災の観点で再編成
・その成果を国、自治体にア
ピールする

436

防災 土木設備の災害・事故リスク
の評価と社会への説明

防災 ・自然現象に対して、施設の
安全性に関する説明責任が果
たせない

・地震、集中豪雨等の新知見
（長周期地震動、頻発する集
中豪雨災害等）に対する土木
設備の設計基準の適合性につ
いての説明がもとめられてい
る
・設計基準値の想定を超過し
ており、施設の安全性が疑問
視されている

・自然現象を捉える際の理学
と工学の乖離を埋める評価と
説明
・災害・事故リスクの評価手
法の開発
・社会的な合意形成

437

防災 都市の防災性能の評価技術及
び向上技術の確立

防災 ・構造物の複合体である都市
の防災性能の評価と向上策に
ついて技術開発が必要

・安全安心がタダではない時
代の到来
・安全安心は土木にとって最
も重要な社会貢献

・新しい発想・アイデアの創
出
・１００年２００年といった
長期間で都市防災を考える発
想法を形成
・土木学会として提言や提案
の実施をタイムリーに行う

438

防災 災害対策の技術開発 技術開発 ・災害があれば技術が進歩す
るが、風化しがちであり、特
に民間の研究開発の勢いがな
い

・建設分野の景気の悪化
・災害の風化
・技術者不足
・理系離れ

・学会で小中高校生への自然
科学、防災分野への啓蒙、勧
誘
・公による民間研究、技術開
発への助成
・民間新技術開発の公的評価
と報酬
・公的研究機関の成果のオー
プン化

439



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：防災
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
防災 衝撃的地震動に対する研究の

推進
防災 ・衝撃的地震動による構造物

破壊メカニズムを究明
・阪神大震災の観測データで
は建物破壊や実際の体験談を
説明できない
・中国・唐山地震では動物が
１日前に騒ぎ出しており、何
かを感じていたと考えられる

・加速度を波動の通過で感知
する圧電素子の採用
・衝撃上下動の載荷試験が役
立つ

440

防災 （※４４０番と同じシートの
ため省略）

441



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：環境
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
環境 地盤環境保全のための品質保

証に関する第三者機関の設立
環境保
全・廃棄
物

・新規最終処分場などの迷惑
施設が負の遺産とならないた
めに品質保証を実施し、客観
的に判断できる技術者と情報
公開制度・機関の設立、人材
の育成が必要

・住民と事業者を繋ぐリスク
コミュニケーションツールの
開発が必要

・意識調査、現況調査を調査
研究し、技術論的品質保証の
あり方とその効果を明らかに
する
・第三者機関を設立する

442

環境 リサイクル技術の向上と開発
（特にシステム作り）

環境保全 ・わが国独自のリサイクル技
術力の向上と開発がシステム
を含めて立ち遅れている

・現在の関連環境技術は挑戦
が足りず、現場に即した大胆
な対応に欠けている

・合理的なリサイクルシステ
ムの構築
・リサイクルに関する技術情
報の共有

443

環境 生態系を中心とした環境保全
システムの開発

環境シス
テム

・土木における環境保全にか
かる体系的なシステムの構築
が必要であり、土木技術者も
生態系を中心とした環境保全
の知識を習得する必要がある

・環境保全に対する意識が高
まっている
・土木技術者に環境について
知識がなく、有識者にまかせ
きり
・学会の環境に関する委員会
も土木の立場であり生物的発
想がない

・大学教育における生態系の
専門的知識習得機会
・土木技術体系を見直し、生
態系に配慮した体系の構築を
行う
・インフラ計画立案段階で社
会学、生物などの専門家の参
画
・他学会との連携

444

環境 環境負荷を軽減する舗装の社
会価格の設定

環境 ・コスト増が環境負荷軽減の
舗装の開発成果の導入を制約
している

・環境空間に寄与する舗装が
的確に活用されがたくなって
いる
・舗装の性能規定に該当する
性能指標値に及ぼす他の要因
特定ができがたい

・LCC検討で環境価値を経済価値に変換する445

環境 環境問題解決のための総合的
視野の確立

環境 ・環境問題の解決に必要な調
整能力を持つ土木技術者が少
ない

・土木学会全体がひとつの方
向性を持っているのではない
かと疑われるほどさまざまな
視点からの議論が極めて少な
い。

・教育や研究に自主性を持た
せること
・様々な立場の研究を容認す
る健全さ、判断力を養うこと
・そのための更なる情報公開

446



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：環境
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
環境 流域管理の高度化（上下水道

施設のシステムと河川管理シ
ステムの統合）

流域・都
市

・流域管理（河川水質と生態
系の管理）と都市の水道、下
水道施設システムを有機的な
連携により、生態系保全を図
る

・水資源有効活用、水循環の
健全性、流域の総合管理が世
界的課題となっている
・水行政の縦割りにより流域
管理が実現できていない

・上下水道施設システムの一
体化運営のための制御システ
ムの研究
・水質自動計測装置の開発、
遠隔監視水道下水道の安全運
転支援システム開発

447

環境 都市廃棄物対策 環境 ・都市廃棄物の処理と最終処
分地選定を流域水環境管理と
一体として研究開発する必要
がある

・都市廃棄物の処理方法と最
終処分地確保は最大の環境課
題である

・都市廃棄物対策の戦略的研究が必要448

環境 環境アセスネント予測・評価
技術の精度向上

環境影響
評価

・環境アセスメントの予測、
評価技術のうち自然環境分野
で未成熟であり、定性的な評
価にとどまっている

・自然環境分野は科学的解明
が困難で、定性的な評価が多
い

・環境アセスメント実施事例
について情報共有化
・行政、学識界、民間の連携
により調査研究を行う
・環境アセスメントに関する
国際交流

449

環境 ダム等既存施設のリハビリ
テーション技術の開発

環境管理 ・ダム等の既存施設の有効活
用は重要な問題
・ダムの堆砂を除去し、下流
域に還元することで河川、海
域の環境改善につながる

・ダムの整備は予算、環境の
面から今後は期待できないた
め、既存施設の徹底的な有効
活用が求められる

・既存施設の現状調査
・既存施設の改良（リハビ
リ）技術の開発
・ダムでは堆砂除去技術と下
流への影響評価
・土砂の有効活用技術の開発

450

環境 土木技術者が主体となった環
境経済学の進展

環境 ・わかりやすく説得力のある
環境経済学の進展に土木技術
者が主体となって取り組む

・地球環境悪化の加速化
・国、自治体の財政難
・公共事業に対する説明責任
の増大

・中学生や高校生にも理解できる環境経済学を学会として推進する451



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：環境
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
環境 下水道システムを安定的に管

理していくための技術の維持
上下水道 ・安全で安定した下水道は不

可欠であり持続可能なものと
して維持
・処理水や汚泥の資源として
の活用

・エネルギー事情の悪化（省
エネ型処理法の開発）
・人的資源の不足
・水資源不足への対応（処理
水の再利用）
・汚泥からの有価資源の回収
とエネルギー資源化

・既存技術の継承および新技
術開発、普及
・啓蒙活動の充実

496



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：教育
課題の大分類 課題の名称 分類 内容 背景 対策 No.

業務の多様化による技術力の
低下

総合 国民の二一ズの多様化による
質的要求の高まりにより、
我々の業務が多様化・高度化
する一方で、職員数の減少に
対応したアウトソーシングの
活用等により、職員自らが現
場に直面した技術を習得する
機会の減少と技術者としての
自覚の低下、業務に対する問
題意識の低下により、技術職
員の技術力が低下している事
が懸念され、技術力の向上へ
の取り組みが不可欠である。

・仕事のやり方の変化（直営
→設計委託等）
・技術力を磨く時間的余裕が
無くなっている。
・基準化・マニュアル化によ
り、根拠等を知らないため、
基準等の内容を十分に理解し
ていない。
・技術力向上に対するインセ
ンティブが働いていない。

人材育成システムの確立
建設技術エキスパートシステ
ムの確立
インセンテイブの付与

455

社会に受け入れられるエンジ
ニアリングのあり方

総合 地域や市場に対する説明責任
を果たさねばならない。その
ためには、相手にも、理解で
きる、あえていえば、共通言
語が必要である。

説明は、供給者側の論理の展
開ばかりで、需要者は、納得
していないということがあ
る。
お互いが理解できるように、
共通言語が必要である。
たとえば、安全の度合いは、
安全率では、説明できない
で、リスクをマネージする時
代になってきている。

・技術者に責任を持たせる仕
組みとする。
・意志決定にあたり、リスク
をリスクとして、表現し、理
解しやすい体系を構築する。
・学会にプラットフォームを
構築する。オープン、フェ
ア、グローバルな仕組みとす
る。

456

中年技術者の再教育 ・時代の変化に伴う中年技術
者の再教育
・少子高齢化社会における中
高年技術者の活用

・最近のIT化やプログラムソ
フトの充実に伴って、中年技
術者がそれらの技術環境につ
いていけない状況が出てきて
いる。
・社会や会社において技術
ツールのジェネレーション
ギャップがある。
・今後大量の定年退職者の発
生が予想されている。
・熟練技術者の不足が懸念さ
れる。

・中年土木技術者を時代に
あったツールを使えるよう再
教育し、社会の需要に応え
る。
・再教育は、公共的事業とし
て実施すべきである。
・リフレッシュ的な制度を設
け実施する。

462
465

個人の資質
向上



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：教育
課題の大分類 課題の名称 分類 内容 背景 対策 No.
個人の資質
向上

調査→計画→設計→施工→管
理の一連の生産プロセスに精
通した技術者の育成

人材育成 下記の例のように、自分の担
当する生産プロセス以外に関
する知識や経験が少なく、そ
れに起因する問題が生じる例
が多い。
・調査担当の技術者は、観測
したデータが計画でどのよう
に使われるかを理解していな
いと、後の生産プロセスに重
大な影響を与える観測値の信
頼性に問題を生じさせる場合
がある。
・計画担当の技術者は、設計
が困難な計画を立案する場合
がある。
・設計担当の技術者は、施工
が困難な設計を行う場合があ
る。
・施工担当の技術者に設計上
の意図が十分に伝わらないま
まに、構造物ができてしま
い、利用面や環境面で不具合
が生じる場合がある。

・組織が大きくなることによ
り、担当部署が細分化されて
きた。その結果、各技術者の
担当する技術の範囲は「狭く
深く」となってきた。

・実務レベルに対応できる、
体系的な「教科書」の作成。
ただし、技術は毎年進歩する
ことから、常に改訂が必要。
・「ゼネラリスト」を育成す
るための研修プログラムの作
成

463



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：教育
課題の大分類 課題の名称 分類 内容 背景 対策 No.

新しい土木技術者の育成につ
いて

教育 １．現在、多くの土木技術・
土木技術者個人に対する社会
人一人一人の評価はあまり落
ちていないが、土木全体に対
する社会全体に対する評価は
落ちていると思う。その理由
は大きな貢献は否定できない
が、部分的な欠陥のみが課題
に喧伝された結果であり、誠
に不当なことである。
２．しかし、土木にもその責
任があると思う。それは、土
木工事は殆どが役所の仕事な
ので、限定された人だけで仕
事が進められてきたが、今迄
は専門家の権威が認められて
きたので、社会に対する対応
を軽視し、心を開いてこな
かった。
３．従来の理想的な技術家は
無言実行であり、今後は社会
に心を開いた、作文能力・話
術に長じた技術者の育成が必
要。

１．我々が日常生活の中で土
木技術者だからといって軽蔑
されることはない。
２．しかし、組織や業務推進
については信頼を失ってい
る。理由は欠陥のみが過大に
伝わり、それに対して土木技
術者が反論できないから。
２．殆ど土木技術者は卒業以
来、土木技術者の世界に住ん
でいるので、周りが土木技術
者をどう見ているかの視点が
かけていたのではないか。
３．例えば、阪神淡路大震災
では、建築技術者・地震学者
がマスコミで大活躍したが、
土木技術者は誰も出てこな
かった。
４．土木学会はたくさん出版
しているが、一般向けの本は
０である。例えば建築はあ
る。

１．技術と同じくらいプレゼ
ンテーション能力と活動を重
視すべきだという学会の主張
を明確。
２．役員の方々は率先してマ
スコミに積極的に登場し、学
会のスターの育成に努めるこ
と。
３．学会は、特に耐震、津波
などの一般向けの本を出版す
るべき
４．学会誌の編集は明るく親
しみ易く素晴らしいが、論説
等はまだまだ難解なものが多
い。
５．一般の会員が、社会の
人々に話題にして土木をPRで
きる解説・データなどを、提
供する。
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大学教育に対する要望 大学を卒業後、社会に出ます
と、学校教育以外のことが求
められます。

昨今の土木の業務は、複雑に
なっているのが原因と考えま
す。

英語の会話力を徹底的に鍛え
ること。
大学は4年制を6年制にし、従
来のカリキュラムに加えて、
実 習 教 育 を 実 施 。

464

プレゼン
テーション
能力の向上



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：教育
課題の大分類 課題の名称 分類 内容 背景 対策 No.

研究・技術の国際競争力の向
上

大戦後、日本の技術力が世界
に注目されるようになったと
言われて久しい。しかし、欧
米の伝統を破るほどの突出し
た技術は一部を除いてわずか
である。論文の引用も少な
く、国際競争力が十分とは言
えない。

１．国際学会に出る研究者の
数は多いが、会議で議論して
主導したり、論破できる研究
者は限られている。
２．英語力が圧倒的に弱い。
３．大学受験で培った英語力
が、その後の大学教育で霧散
していると思われる。
４．技術も、国内で通用して
も海外で通用しないケースも
ある。研究がバラバラでシス
テム化されていない。

１．英語力、交渉力etc.を大
学教育の中で充実させる必要
がある。
２．企業内でも英語能力を重
視した教育、評価システムを
取る。
３．例えばヨーロッパのマス
トプログラムのように、国家
以上のレベルで戦略的な研究
プログラムを作り、研究の集
中化、効率化を図る。
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その他 土木を勉強するにあたって 一般的に技術者は、自分の携
わる技術分野において発生す
る課題に対し科学的な根拠を
持って迅速な判断を下すこと
ができる能力を有している。
土木技術者の場合、数式から
導かれる根拠に経験や勘など
を加えて判断を下している。
経験や勘などはいわゆる科学
的と呼ばれるものとは対極に
あるようであるが自然を相手
にしている以上これは当然で
ある。この自然を相手にして
いるという事実をないがしろ
にしてはいないか。

自然に接し季節を感じ自然現
象を観察するチャンスが極端
に減っていることがあげられ
る。

謙虚に自然に向き合い観察す
ることの大切さを土木技術者
自らが理解することが必要
土木流自然観察の方法を開発
し教育の場において実践せし
めることが必要
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調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：教育
課題の大分類 課題の名称 分類 内容 背景 対策 No.

土木学会会員全体の資質向上
と地方支部組織の充実化

わが国の総合建設業及び官公
庁や大学等において、中央と
地方の技術水準の格差が徐々
に大きくなっている。

・土木学会が地方支部の技術
力向上に対する対策が不十
分。
・土木学会々員の意見調査が
実施されていない。
・土木学会地方支部の下部組
織が不明確であり、活動が機
能していない。

・土木学会々員の個々の資質
向上策を立案する必要あり。
・土木学会地方支部組織の充
実を図る。
・土木学会技術者認定制度の
社会的地位を確保する。
具体的（たとえば技術者制度
のような）メリット化
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研究開発体制の推進 研究・教
育

土木分野における技術開発を
推進するうえで、研究者とし
ての人材の育成・確保や研究
開発システムの構築、組織を
超えた連携・交流・研究者と
社会とのコミュニケーション
などが十分でない。

・少子化、理工系離れによる
人材不足
・社会経済情勢に伴う研究開
発費の削減
・基礎的研究分野の低迷(大
学・公的研究機関の独立行政
化)
・公共事業等で新技術が採用
されにくい(実績のある工法を
優先)

・理系科目における教育関連
の充実（子供に興味を持たせ
る工夫)
・学会等における社会への活
動PRの推進
・人材の流動性の向上(公募の
普及、任期制による競争的環
境の創造)
・公的な開発費助成制度の拡
充、研究に関する税金の免除
・新技術の積極的活用の推進
(総合評価方式による入札制
度、特許技術等に対する随意
契約、技術登録の簡素化)
・異業種との技術交流の活性
化
・開発者へのインセンティブ
制度の確立(特許のロイヤリテ
イー等)
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調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：研究
課題の大分類 課題の名称 分類 内容 背景 対策 No.
研究開発投資 技術開発投資の確保 建設投資の削減に伴い、官民

ともに技術開発投資が削減の
傾向にある。従来は新たな技
術課題への挑戦を必要とする
建設プロジェクトヘの取組み
を挺子にして技術開発が進め
られてきた。そのような建設
プロジェクトの動向が不透明
な環境下でいかに技術開発へ
の投資を継続していくかが課
題である。

・国内建設投資の削減
・大型建設プロジェクトの減
少

・技術開発の成果が適正に評
価され、投資の回収が可能な
環境であることが重要。
・健全な競争市場の整備
・技術開発の重要性や意義を
認める社会世論の醸成
・社会生活・環境の向上と連
携した技術開発政策の推進
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民間会杜における技術開発意
欲の向上

社会全体の公共工事の減少・
プロジェクトの先延ぱし等に
伴う工事量の縮小、コストの
低減は、ある程度やむをえな
いと思うが、それに伴って民
間会社での技術開発意欲が低
下してしまうのはなんとして
も避けなくてはならない。開
発意欲の向上策の導入が必要
である。

民間会社の体力がなくなって
きており、自己資金での技術
開発が困難になってきてい
る。
国等の公的機関(発I注者ザイ
ド)の補助、支援が絶対に必要
である。

・開発技術の積極的採用に向
けた、優遇処置の制度化
・開発技術の保有会杜への優
先的な工事受注の機会付与。
・開発費の税制上の大幅な優
遇制度の確立および開発費の
一部補助。
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調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：研究
課題の大分類 課題の名称 分類 内容 背景 対策 No.

社会資本整備における新技術
の開発及び活用

コスト縮減、環境対策、防災
対策、工事の品質確保などの
社会的要請に適切に対応して
社会資本整備を進めていくた
め、新技術の開発及び活用を
いかに進めていくかが課題で
ある。

・社会資本整傭に関する種々
の社会的要請の一層の高まり
に対応して、新技術(の開発及
び活用が必要である。
・新技術に関する情報が不足
している
・新技術を適切に評価する体
制や、民間における新技術の
開発を促進するためのインセ
ンティブも十分とは言えない

①民間の有用な新技術を公共
事業に活用するための、新技
術に関する情報データベース
や活用支援システムの構築及
び公的部門への普及を図る。
②新技術の開発及び活用に関
する、産学官による研究会、
技術交流会等の充実を図る。
③公共工事において新技術を
積極的に活用する。(工事件数
の一定割合を新技術活用工事
とする数値目標の設定等)
④公共工事において、有用な
新技術を提案して適切に実施
した企業に対して、工事成績
評定への反映や表彰を行う。
また、その後の他の公共工事
における企業選定にそれらの
結果を反映させる。
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技術向上カ・技術開発の義務
化

技術カの向上・技術開発の必
要性は叫ばれるが、その実践
は容易くない。しかし過去を
振リ返れぱ進歩のあとはよく
分かる。これは我が国の発展
とともに必要の中から達成さ
れたものである。ブロジェク
トに携わる、特に発注者の側
の者は、技術カ向上や技術開
発のための施策を必ず実施す
るように義務化することが求
められる。

技術カの向上や技術開発の費
用負担の義務化が求められ
る。

・事業はプロジェクト実施に
際し、技術カの向上あるいは
技術開発の目標をあらかじめ
宣言する。
・事業者のうち一定%以上の経
費をこのための費用とする。
・目標と結果について評価す
る。・国の機関は率先垂範
・小さなこと、ささいなこ
と、一寸した工夫でもよい。
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調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：研究
課題の大分類 課題の名称 分類 内容 背景 対策 No.

技術提案の促進 よりよい社会整備のために、
発注者の技術力の向上のみな
らず、受注者の技術提案力の
向上と技術提案がもっと生か
されることが重要。

社会資本の整備レベルの向上
とともに、初期投資額だけで
はなく、ライフサイクルにわ
たる、維持管理、景観、環境
などにかかわる技術的な提案
が重要になってくる。

・技術開発投資の重点化・効
率化
・総合評価落札方式と技術提
案の仕組みの改良・促進
・技術の評価・表彰制度の充
実
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非採算性公共事業分野におけ
る技術開発

技術開発が必要であるが、通
常のコストでは開発が困難な
まま放置されている公共事業
を推進する。

１．事業量が少なくて、技術
開発や設備投資に資金をさけ
ない（関門航路の岩掘削等）
２．容易な事業だけが先行整
備されても、困難な箇所を放
置していれば、プロジェクト
は完了しない。

１．当該プロジェクトだけで
資金を回収できるような積算
体系を認める。（会計法の弾
力運用）
２．新しい発注方式を採用す
る。（技術公募方式等）
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技術開発投資の縮小による技
術カの低下

世界的にみて建設会社が研究
所を保有し研究と技術開発を
行っているのは、日本だけだ
と言われている。しかし、建
設投資が長期的に落ち込む環
境下でリストラの一環として
研究所の機能を停止したり、
技術開発を縮小する傾向が強
まっている。シールド・ダ
ム、橋梁等日本で完成させて
世界に発信された土木技術も
数多い。この傾向が続くと日
本の土木技術レペルが低下し
てくることが危惧される。

建設業界の技術開発に対する
投資は売り上げの０．３～
０．５％程度
競争の激しい製造業が１～5％
投資しているのと比較して極
端に少ない。
技術開発に対する投資意欲が
減少しているのである。

・海外工事のようなテザイン
ビルドを増やし、代案設計を
認める。
・対話型の総合評価方式で技
術点の高い発注方式を採用。
・開発技術を公共事業で用
い、技術開発で差別化
・知的財産、技術提案に対価
を払う風土を醸成。
・世界的にみて研究所を所有
している建設会社は日本だけ
であり、海外に対しては有効
な武器
・技術開発を継続し新技術を
生み出すことで技術カの向上
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研究開発投資



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：研究
課題の大分類 課題の名称 分類 内容 背景 対策 No.
その他 基礎的研究分野の統合 産学官の土木研究所を数多く

見学してきたが、例えぱ耐
震、流動化、水理等の基礎研
究は全く同一設備で、しかも
同一内容の研究を、多数の優
秀な研究者で巨額の費用を掛
け実施している。10数年前か
ら特にゼネコンのトツプに会
う度に「同じような基礎的研
究は語し合いで統合し、自社
固有の技術闘発に特化すぺき
だ」と提唱してきた。1部に研
究分野の共有化が進んでいる
が、さらに学官との話し合い
で、基礎研究を統合してゆく
ぺきだ。

・国を上げての樹造改革が叫
ぱれている今は研究体制見直
しの千載一遇のチャンス
・国レベルの基礎研究機関に
統合＝結果公表
・基礎研究と技術開発の明確
な区分
・異業種間の研究開発交流促
進のきっかけ

・研究者の専門職化の推進
・産学官の基礎的研究分野の
統合
・各研究所のバリアフリーの
為の具体的方策の検討
・各社固有の技術開発への特
化
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その他 社会インフラの最適管理シス
テムの研究開発

下記に示すような個別システ
ムや要素技術の開発・発展を
図りながら、これらを総合化
してインフラ施設全体を対象
とした最適管理プログラムを
開発する。当面は、橋梁、ト
ンネル等の種別ごとに最適管
理プログラムの開発を図る。
①点検・診断システム、②劣
化予測システム、③LCC評価シ
ステム、④最適管理政策支援
システム、⑤補修補強・劣化
抑制技術の開発など。

社会インフラの高齢化、老朽
化にともない、今後、補修・
補強、取り替え需要が急速に
拡大
社会インフラの最適管理シス
テムの研究開発が急務
事後保全よりは予防保全の方
がトータルコストは安い。
メンテや耐久性に配慮した方
がライフサイクルコストは安
くなる。
これらの事実を定量的にモデ
ル化して、インフラ施設全体
にわたる最適管理プログラム
を理論的、および実証的に導
く。

アセットマネージメントの研
究は多く行われている。
理論先行の雰囲気が否めな
い。
実証的研究を補強する必要が
ある。
正確なデータベース構築が肝
要である。
土木学会としては、関連する
研究を一同に紹介できるシン
ポジウム等を適宜開催
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調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
分野：研究
課題の大分類 課題の名称 分類 内容 背景 対策 No.

産学官の連携 1．日本の技術開発として、
産、学、官の共同作業を進め
る具体的な方策を分野、分類
毎に明確化する必要。

１．市場の大宗が公共、公益
部門である為、土木技術の開
発は、産、学、官の各内部及
び相互の協力が最も必要な分
野。
２．しかし現状は連携が遅れ
ている分野の一つ。

土木学会として、産学官共同
開発テーマなどを選定したら
どうか。(中期計画、または年
度計画
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調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
その他 社会資本としての土木構造物

のあり方
総合 ・土木構造物が永久構造物で

あるという観点からの条項が
公共工事発注に伴う契約書に
少ない

・長期間使用される構造物を
短期間の過程で評価すること
は難しく、品質よりも形の構
築にこだわっている

・若手技術者の社会資本としてのあり方教育318

その他 都市基盤設備の重要性の認識
とＧＰＳと電磁波利王の技術
開発の必要

インフラ
設備

・宇宙技術、ナノ技術、電磁
波技術等の最新技術を基盤監
管理にどう取り入れるか
・道路管理にGPSの活用と強度
検証の必要性

・計画・企画技術者が不足
・総合的見地から発見提起す
る技術者が育たない
・フィジビリティスタディの
できる技術者育成が民間レベ
ルで不足

・学会の上級技術者を活用し
た道路管理の問題点の抽出
・技術対応メーカーとの共同
開発等によりハードソフトの
技術開発を行う

322

その他 グローバル化を踏まえた国土
的スケールの社会基盤施設

総合 ・グローバル化を踏まえた社
会基盤施設の必要性、あるべ
き姿の明確化
・国土的スケールの社会基盤
施設整備・運営のあり方の確
立

・経済・産業を支える国土的
なスケールの社会基盤施設の
充実強化が必要
・地方分権と行政の民営化が
国土的スケールの視点を弱め
る懸念

・国土的スケールの社会基盤
施設が国土のネットワーク
化、国力の増進を確実に進展
させていることの実証・検証
・国、地方、民間の役割分担
のあるべき姿を展望する
・学際的、国際的な交流と意
見交換の場づくり

323

その他 社会資本の維持管理・更新に
関する技術力向上・技術開発

総合 ・社会資本の維持管理に対す
る技術力向上と技術開発が必
要
・老朽化が進んだ施設を使用
しながら更新する技術開発に
注力

・社会資本整備が成熟化して
おり、今後は維持更新を積極
的に行う必要がある

・土木学会に社会資本の維持更新に関するバックアップ体制が必要416

その他 原子力発電所の廃炉技術 発電所 ・原子炉の廃炉に伴う解体技
術と処理方法の技術確立と安
全性評価

・大型原子炉の解体は国内で
皆無
・放射性廃棄物の地層処分技
術や安全性確保が未熟
・放射線安全を確保しながら
の設備解体技術の未熟

・産官学一体となった技術開
発
・安全性評価規準の確立と合
意形成
・ゼネコン・メーカーとの共
同

417



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
その他 社会インフラの最適管理シス

テム
総合 ・点検診断、劣化予測、LCC評

価、政策支援、補修補強・劣
化抑制等の各個別システムを
総合化し、インフラ施設全体
の最適管理プログラムの開発
を図る

・社会インフラの老朽化、取
替え需要の急速な拡大
・LCCを少なくする事を定量的
にモデル化する研究が世界で
も進んでいる

・現在理論先行の感があり、
実証的研究を補強する必要
・各種技術開発、正確なデー
タベースが必要
・土木学会でシンポジウム等
を開き、研究の方向を誘導す
る

473

その他 社会資本整備における新技術
の開発及び活用

総合 ・コスト縮減、環境対策、防
災対策、品質確保等の社会的
要請に対応するための新技術
の開発及び活用を行うべき

・社会的要請の高まり
・新技術に関する情報不足
（民間技術の情報が公側に十
分周知されていない等）
・新技術の評価体制や民間の
新技術開発インセンティブも
不十分

・新技術に関するデータベー
スの構築、普及
・産官学による研究会、技術
交流会の充実
・公共工事における新技術導
入（数値目標等）
・工事成績評定、企業選定へ
の反映や表彰

476

その他 産官学の連携 総合 ・技術開発における産、学、
官の共同作業を進める具体的
な方策の確立

・土木技術は市場の概ねが公
共部門であるため、産、学、
官の相互の協力が最も必要
・だが、現状は、最も連携が
遅れている

・土木学会での産学官の共同開発テーマの選定487

その他 非採算性公共事業分野におけ
る技術開発

総合 ・通常のコストでは開発が困
難で、放置されている公共事
業の推進

・事業量が少なく技術開発や
設備投資に資源を割けない
・容易な事業だけが先行整備

・当該プロジェクトのみで資
金を回収できる積算体系を認
める（会計法の弾力運用）
・新しい発注方式の採用（技
術公募）

488

その他 技術開発投資の縮小による技
術力の低下

総合 ・日本では、建設会社が研究
所を持ち研究や技術開発を行
い世界に発進してきたが、建
設投資の縮小により、土木技
術レベルの低下の懸念がある

・公共工事で新技術が利用さ
れるケースが少ない
・知的財産の対価が明確でな
い
・官側の誤った公平意識、実
績主義
・競争性を削ぐ過度な分離発
注
・民間側の株主への説明責任

・デザインビルドの増加
・対話型の総合評価方式
・開発された技術を公共事業
で使い差別化する
・技術提案を採用し、知的財
産への対価を払う風土を醸成
・建設会社の研究所の発展

489



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
その他 総合政策システム化技術 総合 ・河川事業の計画には、流域

住民等の参加・参画型方式が
不可欠
・コミュニケーションにより
ビジョンを引出し、技術要件
をおさえながら代替案を策定
し、選択していくシステム化
技術が重要

・土木技術が専門化、細分化
して、本来の総合システム技
術としての特徴を欠きはじめ
た
・構造物の物的メカニズムの
理解と設計・施工･維持管理技
術や計画およびマネジメント
技術が分離して発展してきた
・地域社会等との対話能力、
説明能力の教育や啓発が不十
分

・土木学会全体として技術者
の意識改革、再教育プログラ
ムを支援
・仲裁調停者型のプロフェッ
ショナルの資格化

490

その他 社会基盤システムの持続的マ
ネジメント技術

総合 ・社会基盤整備システム開
発・整備へのPDCAサイクル組
込
・その際、LCCやメンテナンス
を創る技術として組み込む

・旧来の方法が高度成長型右
肩上がりを前提
・社会基盤整備が熟成整形期
に移り意識改革が必要

・技術者、実務者、研究者全
てが意識改革を遂げ、生き物
を産み育て（死まで）見守る
ような持続的なマネジメント
技術を指向する

491

発注者における技術力の向上 公共事業の発注者である地方
の都道府県においては、新技
術の採用を積極的には行うこ
とは少なく、どこかで実施さ
れたことが確認された技術を
採用することがほとんどであ
る。土木技術の進歩は目覚し
いものがあるが、その技術を
有効に使用できていないのが
実情である。

・発注者側における技術力不
足
・新技術の情報不足
・不祥事により、官民の交流
が出来にくくなっている

・新技術の情報提供には設計
コンサルタントの果たす役割
が非常に大きい。
・設計コンサルタントは、あ
らゆる新技術についての情報
を常に保有し、発注者に対し
て適切な情報を提供
・発注者が最適な事業計画の
立案・採用が出来るように手
助けをすることで、発注者の
技術力を向上させ、新技術の
開発にも大きく寄与する。

453

個々人の動機 土木における公共性の突出が
標準化を強め技術力の競争性
を阻害している。

経済活動としての土木は魅力
が低下
公共事業という標準化度の強
さが技術向上へのインセン
ティブを阻害

①公共土木インフラ事業の一
般経済活動化をはかる。
②最適化を計る技術が当然競
争となり、技術発展の動機と
なる。

454



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.

公共事業に対する国民の意識
低下に対して、新国土計画を
策定し、公共事業の位置づけ
を明瞭にして、従事者の自信
回復を図る。

総合 現在、公共事業不要論の渦中
で、産・官・学、いずれの従
事者も自信喪失気味である。
この分野の後継者育成にあ
たって、一番大切なことは育
成者の自信回復が最も大切だ
と考える。この為には、公共
事業を位置づけた国土計画(五
全総)の全面改定と国民の理解
と支持が得られることが大切
と考える。

・マスコミによる公共事業、
不要論
・これに反論するオピニオン
リーダーの不足
・反論の場の不足
・特に公共事業を位置づけた
最近の国土計画(第五次全国総
合開発計画)の内容が不明瞭

・新国土計画の策定
・全てを市場原理にゆだねる
政策に疑義を
・新国土計画にもとずく地域
計画の策定、公共事業を明瞭
に位置づける
・これまでの第一次全総、第
二次、第三次、第四次、各全
総ごとに計画、実績、評価を
整理して国民の眼前に公表。
特に評価つい
・各全総ごとの公共事業の果
たした役割を国民の生活実感
で再碓認してもらう。
・この国の基本である国土計
画、策定者に土木技術者も参
加することが大切であるし、
ふさわしいと考える
・学、官の土木技術者の中で
行政経験、国際経験、立法経
験、経済智識に通暁した人材
を育成し、内閣府に送り込む

457

技術力の向上 技術者の
育成

技術・業務が専門化・多様
化・分業化されてゆく中で、
技術の発展・向上を図る為に
は、現場に密着した環境で技
術者が業務を遂行し、育成さ
れていく必要がある。

技術の専門化、多様化そして
分業化

現場での実際の業務、第一線
での技術を重視
技術者は、現場を自ら経験す
るあるいは十分に把握、理解
する努力が必要

458

技術力向上の前に 「技術力」という用語の内容
を議論する必要がある。

「技術力」という言葉は、技
術者の置かれた立場によって
意味するところが異なる。
したがって、大くくりに技術
力について議論を進めようと
すると議論の内容が深まりに
くい。

「技術力」の意味する内容を
議論の上ある程度定義する必
要があると考える。

459



調査票(2)「技術力向上・技術開発の課題と対策」取り纏め表
課題の大分類課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.

研究 優秀な研究を行った研究者の
処遇を改善しようとしても現
在の公務員制度の下では国立
研究所及び独立研究法人（特
定＝公務員型）ではむつかし
い。
このため不満を持ち、他に転
職（大学等）するケースもあ
る。また、このことが優秀な
学生が研究を志向しない原因
となっている。

１．現在の公務員制度は横並
びが原則となっており、突出
した処遇改善はむつかしい
２．研究成果を特許化し、収
入を得ることも可能である
が、特許化がむつかしい研究
もある。
３．独法化である程度の改善
は可能となったが抜本的なも
のではない。

１．表彰、報奨金、特別昇給
など実質面で処遇改善を行う
ことができるよう制度（給与
規定等）をあらためる。
２．研究成果をできるだけ特
許化、プログラム化させ実質
的に処遇できるよう努める。

466

業務の品質確保の責任 ・技術力が低下し、低入札が
増えると、品質の確保が問題
になる。更に進むと、不十分
な設計のまま工事を行い、品
質に問題が生じた場合の責任
のあり方が補償問題として大
きな問題になる。発注者、設
計者、施工者等間の責任のあ
り方について、国内全体で整
理をしておくことが必要。

・新潟の朱鷺メッセでも、発
注者、設計者、施工者、施工
管理者との間で落橋事故の責
任について、トラブルとな
り、解決していない。
・CMなどが行われるとこの問
題は、さらに複雑になる。

・関係者間の責任のあり方に
ついて、法的な整理を行い、
学会としての見解をまとめ
る。
・この検討により、例えば新
技術を提案する民側とそれを
採用する発注者との品質の責
任関係の整理にもつながると
思われる。

479

建設コンサルタントの著作権
の確保

建設コンサルタントの著作権
が明確に定められていないた
め、ソフト開発意欲等がそが
れる面もある。

・契約約款、仕様書における
位置づけが不明確
・発注者側の著作権への意識
が低い
・契約書類が未整備

・著作権に関する検討委員会
の発足
・発注者の意識の喚起
・契約約款・仕様書の整備

484



ｃ
課題の大分類 課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
環境 地盤環境保全のための品質保証に

関する第三者機関の設立
環境保全・
廃棄物

・新規最終処分場などの迷惑施設
が負の遺産とならないために品質
保証を実施し、客観的に判断でき
る技術者と情報公開制度・機関の
設立、人材の育成が必要

・住民と事業者を繋ぐリスクコ
ミュニケーションツールの開発が
必要

・意識調査、現況調査を調査研究
し、技術論的品質保証のあり方と
その効果を明らかにする
・第三者機関を設立する

442

環境 リサイクル技術の向上と開発（特
にシステム作り）

環境保全 ・わが国独自のリサイクル技術力
の向上と開発がシステムを含めて
立ち遅れている

・現在の関連環境技術は挑戦が足
りず、現場に即した大胆な対応に
欠けている

・合理的なリサイクルシステムの
構築
・リサイクルに関する技術情報の
共有

443

環境 生態系を中心とした環境保全シス
テムの開発

環境システ
ム

・土木における環境保全にかかる
体系的なシステムの構築が必要で
あり、土木技術者も生態系を中心
とした環境保全の知識を習得する
必要がある

・環境保全に対する意識が高まっ
ている
・土木技術者に環境について知識
がなく、有識者にまかせきり
・学会の環境に関する委員会も土
木の立場であり生物的発想がない

・大学教育における生態系の専門
的知識習得機会
・土木技術体系を見直し、生態系
に配慮した体系の構築を行う
・インフラ計画立案段階で社会
学、生物などの専門家の参画
・他学会との連携

444

環境 環境負荷を軽減する舗装の社会価
格の設定

環境 ・コスト増が環境負荷軽減の舗装
の開発成果の導入を制約している

・環境空間に寄与する舗装が的確
に活用されがたくなっている
・舗装の性能規定に該当する性能
指標値に及ぼす他の要因特定がで
きがたい

・LCC検討で環境価値を経済価値に変換する445

環境 環境問題解決のための総合的視野
の確立

環境 ・環境問題の解決に必要な調整能
力を持つ土木技術者が少ない

・土木学会全体がひとつの方向性
を持っているのではないかと疑わ
れるほどさまざまな視点からの議
論が極めて少ない。

・教育や研究に自主性を持たせる
こと
・様々な立場の研究を容認する健
全さ、判断力を養うこと
・そのための更なる情報公開

446

環境 流域管理の高度化（上下水道施設
のシステムと河川管理システムの
統合）

流域・都市 ・流域管理（河川水質と生態系の
管理）と都市の水道、下水道施設
システムを有機的な連携により、
生態系保全を図る

・水資源有効活用、水循環の健全
性、流域の総合管理が世界的課題
となっている
・水行政の縦割りにより流域管理
が実現できていない

・上下水道施設システムの一体化
運営のための制御システムの研究
・水質自動計測装置の開発、遠隔
監視水道下水道の安全運転支援シ
ステム開発

447



ｃ
課題の大分類 課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
環境 都市廃棄物対策 環境 ・都市廃棄物の処理と最終処分地

選定を流域水環境管理と一体とし
て研究開発する必要がある

・都市廃棄物の処理方法と最終処
分地確保は最大の環境課題である

・都市廃棄物対策の戦略的研究が必要448

環境 環境アセスネント予測・評価技術
の精度向上

環境影響評
価

・環境アセスメントの予測、評価
技術のうち自然環境分野で未成熟
であり、定性的な評価にとどまっ
ている

・自然環境分野は科学的解明が困
難で、定性的な評価が多い

・環境アセスメント実施事例につ
いて情報共有化
・行政、学識界、民間の連携によ
り調査研究を行う
・環境アセスメントに関する国際
交流

449

環境 ダム等既存施設のリハビリテー
ション技術の開発

環境管理 ・ダム等の既存施設の有効活用は
重要な問題
・ダムの堆砂を除去し、下流域に
還元することで河川、海域の環境
改善につながる

・ダムの整備は予算、環境の面か
ら今後は期待できないため、既存
施設の徹底的な有効活用が求めら
れる

・既存施設の現状調査
・既存施設の改良（リハビリ）技
術の開発
・ダムでは堆砂除去技術と下流へ
の影響評価
・土砂の有効活用技術の開発

450

環境 土木技術者が主体となった環境経
済学の進展

環境 ・わかりやすく説得力のある環境
経済学の進展に土木技術者が主体
となって取り組む

・地球環境悪化の加速化
・国、自治体の財政難
・公共事業に対する説明責任の増
大

・中学生や高校生にも理解できる環境経済学を学会として推進する451

環境 下水道システムを安定的に管理し
ていくための技術の維持

上下水道 ・安全で安定した下水道は不可欠
であり持続可能なものとして維持
・処理水や汚泥の資源としての活
用

・エネルギー事情の悪化（省エネ
型処理法の開発）
・人的資源の不足
・水資源不足への対応（処理水の
再利用）
・汚泥からの有価資源の回収とエ
ネルギー資源化

・既存技術の継承および新技術開
発、普及
・啓蒙活動の充実

496

鋼・コンク
リート

コンクリートのひび割れ制御技術
の向上・技術開発

コンクリー
ト施工技術

・コンクリートのひび割れ制御対
策の技術開発が進んでいない
・ひび割れに対する設計と施工の
責任が不明確
・ひび割れ制御対策に費用がかけ
られない

・施工上の責任として補修で対応
する例が多い
・設計段階で検討すると費用がか
さむ
・発生メカニズムが不明確。解析
技術の未成熟

・設計施工を通じた制御技術の開
発
・設計施工の問題の明確化
・企業を超えた研究の推進

301



ｃ
課題の大分類 課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
鋼・コンク
リート

スランプの自由選択等の性能照査
型施工の拡大

コンクリー
ト

・公共工事のスランプ値指定では
過密配筋、小部材においてコンク
リートの未充填が発生する

・監督官庁の仕様書で規定されて
いるスランプ値制限の運用が硬直
的

・発注者、設計者、施工者の協議
により適切なスランプ値が設定で
きるような、性能照査型の施工シ
ステムの確立が必要

302

鋼・コンク
リート

技術開発の必要性 技術開発 ・民間での技術開発が減少傾向 ・資金的余裕がない
・業績向上に直結しない

・性能発注により施工者が責任を
持つ
・施工の自由度と責任範囲の拡大

303

鋼・コンク
リート

橋梁の維持・補修・更新に関する
技術

メンテナン
ス

・橋梁の維持、補修、更新に関す
る技術力向上
・橋梁の長寿命化、延命化

・高度成長期に多く建設された橋
梁ストックの維持補修更新に対応
した技術開発が要請されている

・橋梁カルテの整備、データベー
ス化
・健全度評価、劣化予測に関する
技術力向上と技術開発
・ライフサイクルコスト評価技術
の開発
・橋梁の長寿命化

304

鋼・コンク
リート

構造物設計での技術力向上と技術
開発

構造物設計 ・建設業、メーカーのアイデアを
技術開発へ活用したい

・受注者側にアイデアを提案する
場がない
・提案のできる場とインセンティ
ブが必要

・技術提案型発注 305

鋼・コンク
リート

ＰＣ技術の新分野への拡大 PC技術 ・PC技術の利用拡大 ・発注者側のPC技術への理解不足 ・PC技術の利用とメリットについ
て調査し、各界に意見を求める

306

鋼・コンク
リート

長期耐久性材料の性能保証 コンクリー
ト構造物

・コンクリート構造物の耐久性向
上

・瑕疵担保期間に対するメーカー
の甘え
・材料メーカーと施工会社の責任
分担の曖昧さ
・長期耐久性材料の経年データ不
足

・契約上の瑕疵担保と別に性能保
証を規定
・材料メーカーと施工会社の責任
分担の明確化
・長期耐久性材料の暴露データ等
の情報公開

307

鋼・コンク
リート

鋼橋塗装の自動化 橋梁施工 ・鋼橋塗装の技術開発 ・塗膜厚の均一化には高度な技術
が必要
・有機溶剤使用による安全衛生管
理
・安定使用によるコストダウンが
期待される

・関係業界を巻き込んだ総合的な
技術開発
・コストダウン要因の整理

308



ｃ
課題の大分類 課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
鋼・コンク
リート

長大橋の設計技術・建設技術の向
上

橋梁 ・国内での長大橋梁計画がなく技
術力が後退する
・若手技術者が育たない
・大学院の橋梁分野に優秀な人材
が来ない
・低賃金化

・国内大プロジェクトの枯渇
・魅力不足、社会貢献PR不足
・賃金切り下げ
・公共事業予算縮減による退廃的
雰囲気の発生

・社会基盤整備の再構築を目指す
政策の実現
・土木技術者の待遇改善
・土木技術者の存在感をPR

309

鋼・コンク
リート

ＲＣ地下構造物の維持補修技術の
向上

コンクリー
ト構造物

RC維持補修の技術開発 ・高度成長期に造られたRC地下構
造物の劣化が社会問題化
・有効かつ安価な維持補修技術の
開発へと移行している

・ASRの究明、鉄筋のとコンク
リートの相互作用を解明
・ASR防止工法の開発
・安価かつ効果的な工法の確立
・産官学の連携

310

鋼・コンク
リート

設計法の変遷に対応した信頼性の
高い設計が可能かの問題

構造設計 ・許容応力度法から性能照査型設
計に変わったことによる設計の信
頼性

・設計法の変更により未知の領域
での設計を要求されている
・技術者の講習が不十分
・挙動性状と設計計算結果の対応
を把握することが困難

・技術者への再教育
・講習会への出席の義務化
・第３者による照査の義務化

311

鋼・コンク
リート

大学教育における即戦力教育と継
続教育

道路 ・ＩＴ分野等に比して、新卒技術
者の育成に時間を要しており、即
戦力化が図れない

・大学教育のカリキュラムが実用
的ではない

・思考教育の導入
・現場教育の重視
・マネジメント教育（コスト、リ
スク、経営等）の実施
・社会基盤に対する総合メンテナ
ンス講座の設置
・継続教育の義務化

312

鋼・コンク
リート

コンクリート橋の構造計画 コンクリー
ト構造物

・耐久的な材料の利用技術力の向
上
・構造物の延命化を図る維持管理
手法の開発

・これまでの技術開発は建設技術
が中心であったが、これからは維
持管理技術に代わっていく

・コスト削減、維持管理に資するものに研究課題を特化させる313

鋼・コンク
リート

（※３０９番と同じシートのため
省略）

314



ｃ
課題の大分類 課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
交通 高度化された鉄道システム下にお

ける鉄道駅改良工事技術
鉄道 ・線路上空等の開発を伴う駅改良

工事において、工期短縮、コスト
削減を図るためには土木以外の建
築、機械、電気等の幅広い技術者
の知恵を結集した取り組みが必要

・大都市の鉄道ターミナルは鉄道
事業者の大きな経営基盤である
・鉄道システムの高度化
・都市再生において駅周辺の高度
利用促進が鍵
・あらゆるコスト削減の努力が求
められる

・異業種交流による問題点の把
握、解決策の提案
・他分野との共同技術開発の実施
・建築と土木の技術基準のすりあ
わせ
・施工段階における代替設備の簡
素化、転用技術の工夫

326

交通 鉄道既設構造物のリモートインス
ペクション

検査手法 ・鉄道構造物に対する検査のアウ
トソーシングが進む中、外注の人
的・技術的能力から安全性の確保
が疑問

・経費削減による現場要員削減
・後継技術者が育成されていない

・機械検査の開発導入 327

交通 高速鉄道と環境保全技術 鉄道 ・地球環境問題への対応から高速
鉄道の果たす役割は重要

・鉄道の環境指針は住民の許容限
度や受忍限度と一致していない

・環境問題には土木以外にも車両技術、沿線住民のコンセンサスづくり等、多方面の技術技能と関連するものであり、他学会との連携が必要328

交通 建設コンサルタント海外道路建設
プロジェクトにおける迅速かつ合
理的な設計業務、および施工管理
業務におけるＰＭ能力の向上

道路 ・海外道路プロジェクトにおいて
十分な調査、設計期間がない場合
に発注と並行した詳細設計と弾力
的な施工管理を実施した

・アフガニスタン、カンダハル・
カブール間の道路建設において、
米国のイラク攻撃時期を考慮し
て、当初予定の期間を大幅に短縮
して実施した

・簡易舗装、大型機械の導入
・セキュリティ、地雷対策、不発
弾処理など複合的なプロジェクト
マネジメントの実施
・路線近傍ステークホルダーの調
整

329

交通 大深度地下トンネル構築技術 都市基盤整
備

・大都市地下部でのトンネルを安
全、短工期、少ない事業費で構築
する技術開発

・大深度地下法を活用した交通網
整備が急務
・大深度地下法の利点を活かした
事業計画の再策定

・施工技術を加味した事業計画策
定
・工期短縮へのインセンティブ
・事業計画全体の工事発注

330

交通 技術提案の促進 港湾 ・受注者の技術提案力の向上 ・ライフサイクルに関わる技術提
案が重要

・技術開発投資の重点化
・総合評価落札方式と技術提案の
仕組みの改良
・技術評価、表彰制度の充実

486



ｃ
課題の大分類 課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
交通 交通シミュレーション（マイクロ

シミュレーション）
研究 ・交通シミュレータの開発環境が

自社システムから販売用システム
まで混在している

・交通流理論の解明の解析は、観
測を伴う膨大な作業
・開発者によって、モデルの判断
が異なる部分がある
・プレゼンテーション技術にも優
れている必要があるが、この部分
はコンピュータ技術者の役割

・研究者、技術者、コンピュータ
技術者で構成する委員会を立ち上
げ、マイクロシュミレータの高度
化・標準化を推進する

492

交通 港湾、空港など国際交通計画 計画、調
査、評価

・空港、港湾など国際交通インフ
ラの国際競争力向上のための計画
手法の充実が必要

・東アジアでは域内交通が今後想
定される
・日本の土木技術の国際的展開、
海外セールスが必要

・関係調査機関の連携協働、海外
機関との共同研究
・組織の設立、ODAの活用

494

交通 社会の変化、地域の特性に応じた
施設の整備・運営管理、リサイク
ル材を活用した施設整備

港湾 ・全国均一の基準での整備から地
域特性に応じた整備への変化
・市民や地域の合意が得られる計
画・運営管理に関する技術の向上

・社会や地域要請は短期間で変化
する一方、施設整備は長期を要す
る
・機能だけでなく、環境や景観へ
の影響が課題
・循環型社会の構築が急務

・多種多様な分野の専門家や有識
者との意見交換を通じた計画検討
・構想段階からの地域住民との意
見交換
・他国の状況の把握
・社会資本資本整備の周辺分野を
含めた統合的検討
・廃棄物発生の抑制、廃棄物再利
用を含めたコスト検討

497

地盤・基礎 長期的視点にたった技術開発 地盤・基礎 国立研究所が独法化し、ある種余
裕のある研究を実施する機関が失
われ、長期的な技術開発力の減退
が懸念される

・国立研究機関の独立行政法人化
・行政機関と研究機関の関係希薄
化

・政策的な人事交流による各機関
の連携強化
・長期的なテーマに対しても予算
化できる仕組みづくり

215

地盤・基礎 地盤調査と設計の接続 設計 ・地盤調査の不確実性はきわめて
大きいにもかかわらず重視されて
いないが、構造物設計に接続させ
る必要がある

・設計地盤図作成は十分な定量的
評価を受けずに設計の前提とされ
ている

・地質学の専門家による実地盤と
単純化された設計地盤図の定量化
・設計地盤図の変動に伴う構造物
の安定性、機能、断面変動を設計
条件決定に導入する

315



ｃ
課題の大分類 課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
地盤・基礎 補強土壁工法における技術開発の

方向
技術開発 ・補強土壁工法において、品質を

犠牲にした経済性向上がすすめら
れている

・施主は経済性を重視し品質を無
視
・実質的なメーカー設計（サービ
ス）であり建設コンサルタントが
品質比較の点で機能していない

・経済性だけでなく品質も考慮す
る姿勢と実行
・建設コンサルタントが公平に工
法比較できる技術力を保有する

316

地盤・基礎 （※３１５番と同じシートのため
省略）

317

総合 社会資本としての土木構造物のあ
り方

総合 ・土木構造物が永久構造物である
という観点からの条項が公共工事
発注に伴う契約書に少ない

・長期間使用される構造物を短期
間の過程で評価することは難し
く、品質よりも形の構築にこだ
わっている

・若手技術者の社会資本としてのあり方教育318

総合 都市基盤設備の重要性の認識とＧ
ＰＳと電磁波利王の技術開発の必
要

インフラ設
備

・宇宙技術、ナノ技術、電磁波技
術等の最新技術を基盤監管理にど
う取り入れるか
・道路管理にGPSの活用と強度検
証の必要性

・計画・企画技術者が不足
・総合的見地から発見提起する技
術者が育たない
・フィジビリティスタディのでき
る技術者育成が民間レベルで不足

・学会の上級技術者を活用した道
路管理の問題点の抽出
・技術対応メーカーとの共同開発
等によりハードソフトの技術開発
を行う

322

総合 グローバル化を踏まえた国土的ス
ケールの社会基盤施設

総合 ・グローバル化を踏まえた社会基
盤施設の必要性、あるべき姿の明
確化
・国土的スケールの社会基盤施設
整備・運営のあり方の確立

・経済・産業を支える国土的なス
ケールの社会基盤施設の充実強化
が必要
・地方分権と行政の民営化が国土
的スケールの視点を弱める懸念

・国土的スケールの社会基盤施設
が国土のネットワーク化、国力の
増進を確実に進展させていること
の実証・検証
・国、地方、民間の役割分担のあ
るべき姿を展望する
・学際的、国際的な交流と意見交
換の場づくり

323

総合 社会資本の維持管理・更新に関す
る技術力向上・技術開発

総合 ・社会資本の維持管理に対する技
術力向上と技術開発が必要
・老朽化が進んだ施設を使用しな
がら更新する技術開発に注力

・社会資本整備が成熟化してお
り、今後は維持更新を積極的に行
う必要がある

・土木学会に社会資本の維持更新に関するバックアップ体制が必要416



ｃ
課題の大分類 課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
総合 原子力発電所の廃炉技術 発電所 ・原子炉の廃炉に伴う解体技術と

処理方法の技術確立と安全性評価
・大型原子炉の解体は国内で皆無
・放射性廃棄物の地層処分技術や
安全性確保が未熟
・放射線安全を確保しながらの設
備解体技術の未熟

・産官学一体となった技術開発
・安全性評価規準の確立と合意形
成
・ゼネコン・メーカーとの共同

417

総合 社会インフラの最適管理システム 総合 ・点検診断、劣化予測、LCC評
価、政策支援、補修補強・劣化抑
制等の各個別システムを総合化
し、インフラ施設全体の最適管理
プログラムの開発を図る

・社会インフラの老朽化、取替え
需要の急速な拡大
・LCCを少なくする事を定量的に
モデル化する研究が世界でも進ん
でいる

・現在理論先行の感があり、実証
的研究を補強する必要
・各種技術開発、正確なデータ
ベースが必要
・土木学会でシンポジウム等を開
き、研究の方向を誘導する

473

総合 社会資本整備における新技術の開
発及び活用

総合 ・コスト縮減、環境対策、防災対
策、品質確保等の社会的要請に対
応するための新技術の開発及び活
用を行うべき

・社会的要請の高まり
・新技術に関する情報不足（民間
技術の情報が公側に十分周知され
ていない等）
・新技術の評価体制や民間の新技
術開発インセンティブも不十分

・新技術に関するデータベースの
構築、普及
・産官学による研究会、技術交流
会の充実
・公共工事における新技術導入
（数値目標等）
・工事成績評定、企業選定への反
映や表彰

476

総合 産官学の連携 総合 ・技術開発における産、学、官の
共同作業を進める具体的な方策の
確立

・土木技術は市場の概ねが公共部
門であるため、産、学、官の相互
の協力が最も必要
・だが、現状は、最も連携が遅れ
ている

・土木学会での産学官の共同開発テーマの選定487

総合 非採算性公共事業分野における技
術開発

総合 ・通常のコストでは開発が困難
で、放置されている公共事業の推
進

・事業量が少なく技術開発や設備
投資に資源を割けない
・容易な事業だけが先行整備

・当該プロジェクトのみで資金を
回収できる積算体系を認める（会
計法の弾力運用）
・新しい発注方式の採用（技術公
募）

488



ｃ
課題の大分類 課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
総合 技術開発投資の縮小による技術力

の低下
総合 ・日本では、建設会社が研究所を

持ち研究や技術開発を行い世界に
発進してきたが、建設投資の縮小
により、土木技術レベルの低下の
懸念がある

・公共工事で新技術が利用される
ケースが少ない
・知的財産の対価が明確でない
・官側の誤った公平意識、実績主
義
・競争性を削ぐ過度な分離発注
・民間側の株主への説明責任

・デザインビルドの増加
・対話型の総合評価方式
・開発された技術を公共事業で使
い差別化する
・技術提案を採用し、知的財産へ
の対価を払う風土を醸成
・建設会社の研究所の発展

489

総合 総合政策システム化技術 総合 ・河川事業の計画には、流域住民
等の参加・参画型方式が不可欠
・コミュニケーションによりビ
ジョンを引出し、技術要件をおさ
えながら代替案を策定し、選択し
ていくシステム化技術が重要

・土木技術が専門化、細分化し
て、本来の総合システム技術とし
ての特徴を欠きはじめた
・構造物の物的メカニズムの理解
と設計・施工･維持管理技術や計
画およびマネジメント技術が分離
して発展してきた
・地域社会等との対話能力、説明
能力の教育や啓発が不十分

・土木学会全体として技術者の意
識改革、再教育プログラムを支援
・仲裁調停者型のプロフェッショ
ナルの資格化

490

総合 社会基盤システムの持続的マネジ
メント技術

総合 ・社会基盤整備システム開発・整
備へのPDCAサイクル組込
・その際、LCCやメンテナンスを
創る技術として組み込む

・旧来の方法が高度成長型右肩上
がりを前提
・社会基盤整備が熟成整形期に移
り意識改革が必要

・技術者、実務者、研究者全てが
意識改革を遂げ、生き物を産み育
て（死まで）見守るような持続的
なマネジメント技術を指向する

491

防災 新しい観点での総合的な防災事業 防災 ・公共事業では防災分野が発展す
るポテンシャルがある

・防潮堤、下水道、河川改修と
いったセクショナリズム的な資本
整備ではなく、総合的な防災対策
が必要

・学会の各種委員会のテーマを防
災の観点で再編成
・その成果を国、自治体にアピー
ルする

436

防災 土木設備の災害・事故リスクの評
価と社会への説明

防災 ・自然現象に対して、施設の安全
性に関する説明責任が果たせない

・地震、集中豪雨等の新知見（長
周期地震動、頻発する集中豪雨災
害等）に対する土木設備の設計基
準の適合性についての説明がもと
められている
・設計基準値の想定を超過してお
り、施設の安全性が疑問視されて
いる

・自然現象を捉える際の理学と工
学の乖離を埋める評価と説明
・災害・事故リスクの評価手法の
開発
・社会的な合意形成

437



ｃ
課題の大分類 課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
防災 都市の防災性能の評価技術及び向

上技術の確立
防災 ・構造物の複合体である都市の防

災性能の評価と向上策について技
術開発が必要

・安全安心がタダではない時代の
到来
・安全安心は土木にとって最も重
要な社会貢献

・新しい発想・アイデアの創出
・１００年２００年といった長期
間で都市防災を考える発想法を形
成
・土木学会として提言や提案の実
施をタイムリーに行う

438

防災 災害対策の技術開発 技術開発 ・災害があれば技術が進歩する
が、風化しがちであり、特に民間
の研究開発の勢いがない

・建設分野の景気の悪化
・災害の風化
・技術者不足
・理系離れ

・学会で小中高校生への自然科
学、防災分野への啓蒙、勧誘
・公による民間研究、技術開発へ
の助成
・民間新技術開発の公的評価と報
酬
・公的研究機関の成果のオープン
化

439

防災 衝撃的地震動に対する研究の推進 防災 ・衝撃的地震動による構造物破壊
メカニズムを究明

・阪神大震災の観測データでは建
物破壊や実際の体験談を説明でき
ない
・中国・唐山地震では動物が１日
前に騒ぎ出しており、何かを感じ
ていたと考えられる

・加速度を波動の通過で感知する
圧電素子の採用
・衝撃上下動の載荷試験が役立つ

440

防災 （※４４０番と同じシートのため
省略）

441

メンテナンス 維持管理技術の向上 維持管理手
法

・高度成長期に建設された多くの
公共施設について計画的な維持管
理手法が求められる

・整備時の設計手法が通用しない
・検査手法、評価技術が未整備か
つ技術担当者が未熟

・設計耐用年数明示等、設計法の
整備
・LCCに関する研究の推進
・基礎工等不可視部分の点検手法
の開発
・アセットマネジメントの構築

418

メンテナンス ストック経済下で求められる技術 維持管理手
法

・ファシリティマネジメントの推
進
・社会資本の効率的運営管理のた
めのエンジニアリング力の強化

・今後は維持更新需要が急激に増
加する時期を迎える

・官学主導による技術開発 419



ｃ
課題の大分類 課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
メンテナンス 既存構造物のリフレッシュが高コ

スト、かつ大規模な工事が必要
維持管理手
法

・既存構造物の安全度を把握する
ために大規模な調査と莫大な更新
費用、利用制限が発生する

・維持更新需要が急激に増加する
時期を迎えるなか、更新工事技術
開発が必要

・既存構造物の施工記録、維持管
理記録のDB化
・性能規定による公募方式で実施
し、結果を蓄積
・土木以外の分野との連携

420

メンテナンス コンクリート構造物の健全性を評
価する技術

検査手法 ・維持管理の基本となっている外
観検査では不十分
・簡便で精度の高い検査法の確立
と、検査方法の基準化が必要

・健全性を評価する検査技術の提
案が実務面で採用されているもの
が少ない

・検査手法の提案を維持管理の現場で積極的に採用し結果を公表する421

メンテナンス コンクリート構造物の維持管理体
制の確立

維持管理手
法

・コンクリート構造物の点検から
評価、劣化予測、判定、対策、記
録までの維持管理体制を確立し、
技術力の向上と技術開発が望まれ
る

・コンクリートの製造、建設技術
開発が維持管理と関連付けられて
いない
・建設マーケット縮小を補修、補
強工事で補おうとする傾向
・調査不足のまま補修工事を実施
し、再損傷をおこす事例がある

・コンクリート全般にわたる基礎
知識を習得する研修制度
・補修、補強工事の追跡点検
・維持管理要領の整備と定期的な
改訂
・ライフサイクルにおける技術の
集約

422

メンテナンス 土木構造物のＬＣＣ縮減に向けた
メンテナンス技術力の向上

診断技術 ・健全度診断に必要なセンサとシ
ステムの高性能化（医療技術等を
参考に）

・構造物の維持管理にかかわる情
報収集技術が不十分

・海外最新技術の導入に対する障
害除去
・外国人技術者の採用、育成
・国内プロジェクトにおけるメン
テ費の予算化
・メンテまでを一貫に実行できる
ゼネコンの出現
・メンテ技術をベースにした国際
戦略

423

メンテナンス 公共社会基盤の今後の整備並びに
維持管理のあり方

維持管理手
法

・社会基盤整備のあり方について
土木学会が取り組むべき

・公共社会基盤の地域的アンバラ
ンス
・人口減少、少子高齢化
・国および地方の債務増大
・公共基盤整備の予算削減
・行政単位の広域化
・専門化、分業化による総合技術
力の低下

・都市、地方双方で公共社会基盤
整備の課題整理と抽出
・次世代の公共社会基盤のあるべ
き姿の検討
・公共社会基盤の整備手法、維持
管理の具体的な提案と政策および
技術上の取り組み

424



ｃ
課題の大分類 課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
メンテナンス インフラ・メンテナンス市場の開

発
メンテナン
ス

・公共土木界ではメンテナンス市
場が未発達

・インフラの劣化に関する調査が
実施されていない

・コンサル業界にインフラメンテ
ナンスフィジビリティ調査を委託
・土木学会はその必要性を国民、
政界、行政にアピール

425

メンテナンス 公共工事における技術開発（技術
提案）

橋梁 ・橋梁の改築、改良、補修の技術
は未発達であり、技術開発の余地
が大きい

・改築、改良、補修は3Kであり有
能な技術者が集まらない
・技術や工法の結果がでるまで時
間がかかる

・改築、改良、補修を熟知した技術者に提案させ、積極的に採用する426

メンテナンス 道路舗装の維持における人的およ
び財政的投資の低下

道路舗装 ・道路空間の多機能化が求めら
れ、都市環境改善に寄与すること
を要請されている

・舗装技術は地味で、日陰部門と
して認識される傾向がある
・供用中の道路上での労務を主と
しているため、若年技術者が少な
い

・都市環境改善としての道路舗装
の維持管理技術の総合化の早期構
築
・道路舗装に対する人的財政的支
援
・公的研究機関における新たなる
舗装維持技術の先導役割の確立
・若年技術者および技能者への新
たなる総合技術力の育成

427

メンテナンス 社会資本の維持管理技術の体系化 防災計画 ・各施設の維持管理水準が体系化
されていない

・道路、鉄道、港湾等、インフラ
間の安全水準の比較は困難
・維持管理の考え方、大概の手法
の体系化が必要

・土木学会において維持管理水準
の検討を行う
・維持管理防災に関する最適管理
水準、省エネルギー、省コストの
技術開発

428

メンテナンス 維持管理技術の向上 技術開発 ・建設から維持管理へ転換する状
況下で土木技術者の意識を変化さ
せる必要がある

・２１世紀はメンテナンスの時代
・技術者に建設重視の風潮が強い
・国の予算制度においてメンテナ
ンスが重視されていない
・維持管理に関する積算基準の不
備

・政策的に維持管理重視を打ち出
す
・維持管理に関する国庫補助の拡
大
・維持管理技術の向上、技術開発
を助長するための学会等の活動

429



ｃ
課題の大分類 課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
メンテナンス ライフサイクルコスト分析にもと

づく現実的維持管理手法の構築
維持管理手
法

・ライフサイクルコストの検討が
なされているが、舗装の維持管理
に関する実務的な手法の提案に
なっていない
・路面破損のデータを技術的、戦
略的な舗装維持管理手法に役立て
る

・舗装破損が身近ではあるが大き
な問題として捉えられていない
・合理的ではない過度のコスト縮
減のしわ寄せがきている
・維持修繕を怠ると１９７０年代
のアメリカのようになる恐れ有り

・学会で産官学連携の実務的研究
会の設立
・シンクタンクとしてのコンサル
タントの育成と政策への反映
・海外での事例研究

430

メンテナンス コンクリート構造物の維持管理の
ための点検技術が整備不十分

技術開発 ・コンクリート構造物の維持管理
において機能、強度、耐久性につ
いて点検方法や評価方法を統一す
る必要がある
・この分野での技術開発が必要

・コンクリート構造物はメンテナ
ンスを行っていないため
・点検のための技術が確立されて
おらず費用も配分されていない

・維持管理に関する技術開発費を
投じる
・点検の新しい技術を採用する
チャンスを増やす
・技術を評価するシステムを構築
する

431

メンテナンス 常に水中にある鋼性構造物の点検
と維持管理

防災 ・鋼矢板護岸の腐食は検査が困難
であり実態が把握されていない
・腐食進行の実態調査と代替方策
も含めた防蝕対策は喫緊の課題

・水質土質環境上も悪条件下にあ
るが、腐食の進行状況について本
格的な追跡調査が行われていない

・水中鋼構造物の腐蝕度の調査方
法の確立
・本格的な調査の実施
・耐久性の維持、向上方策の確立

432

メンテナンス 公共構造物のメンテナンス 維持管理技
術

・構造物の延命措置が必要不可欠 ・戦後復興期に建設された構造物
が耐用年限を迎える
・構造物を供用しながらの補修が
必要で、多大な工事費と工期がか
かる

・補修、補強の施工技術の研究
・構造物の診断技術の研究、デー
タベースの構築
・専門技術者の育成、海外技術の
導入

433

メンテナンス 構造物劣化検査技術と補修技術 鋼・コンク
リート

・高度経済成長期に建設した構造
物が劣化

・耐用年数に近い構造物が増えて
いる
・LLCが重視される
・ストックの長期使用が求められ
ている

・構造物の劣化検査技術の開発推
進
・過去の設計施工技術の適切な分
析、評価
・構造物の補修、更新技術の開発
推進

434



ｃ
課題の大分類 課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
メンテナンス コンクリート構造物の維持管理 検査手法 ・コンクリートの劣化度診断、耐

久度評価技術を確立する
・コンクリートはメンテナンスフ
リーではない
・橋梁、トンネルのコンクリート
片落下事故が起きている
・目視検査の限界

435

メンテナンス 施設の老朽化度の把握技術 メンテナン
ス

・施設の老朽化が進む中、構造物
内部の老朽化度を低コストで判断
する必要がある

・多くの公共施設の耐用年数が限
界
・公共投資の削減、維持更新費の
縮減

・各分野ごとに、補強対策の計画
を策定
・重要構造物の補強方針について
技術的整理要
・施設の維持更新の重要性につい
て土木全体でPR

480

メンテナンス 社会インフラにおけるアセットマ
ネジメントの向上

メンテナン
ス

・大量のインフラストックの更新
に当たり、より合理的、経済的な
維持管理手法を確立しておく必要

・高度成長期に整備したインフラ
の更新時期
・高齢化社会における投資余力の
減少
・維持管理コストの最小限化

・ストックの適切な点検診断
･劣化進行予測と補修対策の確立
・アセットマネジメントの開発
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メンテナンス 社会資本のメンテナンス技術 計画、調
査、検査手
法

・予算制度も十分でない中、社会
資本ストックをいかに健全に維持
利用が課題
・LCCを小さくすることは重要だ
が、未だ点検、補修技術は途上

・精度、効率、コストに課題（港
湾では潜水夫が中心となること多
い）
・ユーザーの声の高まり
・災害時対応の社会の期待要望の
高まり

・技術開発インセンティブ：予算
制度、データ蓄積、支援制度
・施設の維持停止や機能転換、再
整備等の判断のための計画評価手
法の整備
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ｃ
課題の大分類 課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
流域・都市 技術の開発・向上のための各分野

での役割を再認識
ライフライ
ン

・公共事業に関する技術開発が分
散され、役割が不明確
・技術開発において建設コンサル
タントが力を発揮できない

・官セクターでのアウトソーシン
グの拡大によって若年技術者が不
足
・コンサルタントがマネジメント
を含め力不足
・コンサルタントの経営基盤が脆
弱で技術開発への投資は極めて少
ない
・コンサルタント業務の入札・契
約制度の不合理性大
・コンサルタント選定時のQBSの
採用が極めて少ない
・研究機関の独立行政法人化に伴
い資金確保が困難

・コンサルタントが官の補完的立
場から完全脱却
・入札・契約制度の改革特にQBS
の採用促進
・FIDICによる「コンサルタント
選定のガイドライン」を参考に
し、導入する
・PFI等にゼネコン、メーカー、
コンサルタント等が連携
・研究機関での基礎技術の研究・
開発を充実
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流域・都市 堤内雨水氾濫と堤外治水能力の向
上対策

流域・都市
管理

・異常気象により大規模水害が発
生しており、流域と都市相互の雨
水管理技術の向上を図る必要があ
る

・流域と都市は密接な関係にある ・提内雨水氾濫の技術対策は急務
・地域住民への情報提供
・無防備なのり面の技術対策
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流域・都市 事業から得られる学術性の高い知
見の継承<特に海外プロジェクト>

都市流域 ・海外プロジェクトにおいて自然
災害防御や水資源開発のような自
然現象に関する資料が継続活用で
きていない

・限定された期間と資源で行われ
るため事業実施後の継続的な関わ
りをもつことができない

・プロジェクト実施直後から事業実施と並行して学術調査部隊を組織する321

流域・都市 海洋開発関連技術 海洋 ・海洋開発分野の技術者の高齢化
・海洋開発プロジェクトが近年な
いため、若手技術者が養成され
ず、事業としての再立ち上げが困
難になっている

・原油価格高騰により海底油田開
発が再開される可能性

・国際競争力を維持するために国
策によるバックアップ体制の構築
・土木学会による若手技術者の養
成
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ｃ
課題の大分類 課題の名称（テーマ） 分類 内容 背景 対策 No.
流域・都市 基礎的データの集積：とくに水文

現象の解明に向けて（雨水流出機
構の解明とそのモデル化）

流域 ・土木学会において水質情報を含
む水文資料の長期間（少なくとも
１０年間）の収集を行う必要があ
る

・欧米では水文分野の商用モデル
が開発され、技術者に限らず水文
条件の推定が可能となっている
・パラメータ同定に必要な情報の
収集が課題
・環境基準設定地点での水質観測
結果はほとんど利用されていない

・土木学会、水文・水資源学会等
の研究者集団が責任を持って情報
収集システムを構築する
・河川管理者、ダム管理者等の協
力体制の構築
・最低１０年程度の観測を継続す
る
・観測技術者、解析者の養成
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流域・都市 技術力向上・技術開発の課題と対
策

地域管理 ・技術力向上は、土木会において
は、社会の要請をふまえたインフ
ラ整備を行うという観点が必要

・環境保護・改善、防災、小規模
技術、維持管理、住民参加・合意
形成、被災後の復興・回復ならび
にロボットによる労働力の補助、
という現代日本の方向性

・各企業の個別の取り組みは無駄
多い
・財団法人、政府機関と大学との
連携による共同開発
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